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  序  言

　国家が軍事面での安全を確保する方法は二つある。第一は、軍事力の強化を介した抑止

(deterrence)力の確保によって敵に攻撃を思い留まらせ、あるいは、抑止が破れて攻撃を受

けた場合には、この軍事力を用いて防衛（defense）に当たる方法である。また、一国でこ

れが適わない場合には、他国からの支援を仰ぐこともある。こうした戦略発想は、伝統的な

安全保障観として我々が慣れ親しんできた考え方であるが、同時に、この選択が結果的には

国家間の軍拡競争を激化させ、相互不信の増大や国家財政の疲弊を伴いながら、却って戦争

の危険を高めてきたことは過去の事例が示すとおりである。これに対し、第二は、戦力の拡

充によって安全を確保するのではなく、安全であることの確信を相手に与える方策を講じる

ことによって、また、相手がこれに呼応することによって、自らもまた安全であることの確

信を得ようとする方法である。こうした戦略思考はリアシュアランス(reassurance)1と呼ば

れるが、とりわけ、敵対関係にある双方に戦力強化の余力がない場合や、戦力拡充が齎す帰

結に対する危惧が共有される場合、この方策は成功の可能性が高くなる。そして、軍備管理

や軍縮2といった軍事デタントの形をとって現れるこの戦略判断は、自らの軍事的弱さや脆さ

1  リアシュアランスは、例えば、同盟関係にある味方に安心感を与える意味でも使用される。但し、
本稿では混乱を避けるため、敵や、少なくとも味方でない相手に安全であることの確信を与える場
合に限定してこの言葉を使用することにする。
2  軍備管理と軍縮は、リアシュアランスの発想に基づく安全保障手段として、国家関係が総じて平
穏な時期（つまり平時）に、軍拡競争を防止し、相互の不信の軽減や緊張の緩和を目指す軍事措置
であるが、両者の意味内容には差異がある。軍縮（disarmament あるいはarms reduction）とは
文字通り、軍備や兵員の縮小、あるいは、撤廃を意味する。昨今では、87年12月に米ソがヨーロッ
パに配備する地上発射の中距離核戦力の全廃に合意した中距離核戦力（Intermediate-Range
Nuclear Forces: INF）条約や、同じく、ヨーロッパにおける５種類の攻撃用通常戦力の低水準均
衡を目指し、北大西洋条約機構（North Atlantic  Treaty Organization: NATO）とワルシャワ条
約機構に加盟する諸国が90年11月に結んだ欧州通常戦力（Conventional Armed Forces in Eu-
rope: CFE）条約がこれに該当する。また、米ソが91年７月末に結んだ戦略兵器削減条約（Strategic
Arms Reduction Treaty: START）もこの範疇に含まれる。さらに、米ロが戦略核弾頭数を2012年
末までに1,700-2,200へと削減することに合意した、2002年５月の戦略攻撃兵器削減条約（Strategic
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を是正する有効な措置として機能するばかりでなく、傍目には人倫に合致した合理的な選択

と映るのである。

　さて、上述の抑止（そして防衛）とリアシュアランスを媒介に、ユーラシアに位置する三

つのパワー中枢である（米国の庇護を受けた）ヨーロッパ、ソ連（今日ではロシア）、中国

の関係を俯瞰すると、この三者の戦略的連関が地勢的にその中央に位置するソ連（ロシア）

を軸に、冷戦の終焉を境に大きく変化し始めたことに気付く筈である。

　冷戦の時代、共産主義一枚岩の神話の崩壊とともに深刻化し始めた中ソ対立に直面して、

ソ連は66年に入るとブレジネフ(Leonid I. Brezhinev)政権の下で対中軍事態勢（ミリタリィ・

ポスチュア）の見直しに着手した。ソ連は、起こり得る対米全面戦争への備えと併行して、

中国の軍事的冒険を阻止するために、核兵器の使用を含む対中限定戦争オプションの獲得に

向け、軍事態勢の見直し作業を開始したのである。他方、同年３月の第23回ソ連共産党大会

に臨んだブレジネフが欧州安保会議の開催を提唱すると、これを受けて７月、ワルシャワ条

約機構はブカレスト宣言を採択し、NATOとの軍事デタントを進める姿勢を鮮明にした。勿

論、この宣言には米国と西欧の離間を企図する東西同盟の同時解体や外国軍の撤退、さらに

Offensive Reductions Treaty: SORT)もこれに加えられようが、この条約には、弾頭の算定方法や貯蔵
弾頭の規制が明記されておらず、あるいは、未発効ではあったものの、9 3 年１月に調印された
START・Ⅱで同意を見た複数個別誘導化（MIRV）弾頭の全廃も盛り込まれておらず、そのため爾後
の展開次第では「軍縮」の枠組みから逸脱することが危惧されている。これに対し、軍備管理(arms
control)は、53年12月に国連総会に臨んだ当時の米国大統領アイゼンハワー(Dwight D. Eisenhower)が、
ソ連（や中国）との全面的な軍備の縮小ではなく、現実的かつ漸進的な軍備制限( contro l  o f
armaments)の必要を説いた演説に由来する軍事的安定化措置全般を指すが、これは基本的に以下の
５つの範疇に細分される。第一は、軍事的安定を損なわない軍縮である。従って、ほぼ総ての軍縮
が軍備管理に該当するが、逆に、定義の上からは、極端に安定化を損なうと予想される軍縮や、条
約あるいは協定の形を採らない一方的な軍縮が除外される。第二は、シーリング（上限枠）の設定
や現有戦力の凍結による安定化である。戦略兵器制限交渉（Strategic Arms Limitation Talks: SALT）
のように、軍縮を目的とするのではなく、予め現有戦力を超えるレベルにシーリングを設定し、こ
の枠の遵守によって安定化を図る方策がこれである。また、米ソが72年５月に調印した弾道弾迎撃
ミサイル（Anti-Ballistic Missile: ABM）条約（当初は２基地、200発に制限され、後に１基地、100発
へと改訂された無期限条約であったが、2002年６月に失効した）は、攻撃兵器の制限に係る条約で
はなかったが、SALT・Ⅰと対をなす条約であったために、これに含まれる。第三は、戦力の再編に
係わるが、例えば、SALTにおいて、戦略三本柱（ICBM、SLBM、戦略爆撃機）の構成比率を見直す
ことによって、相互に先制の機会を封じたことがこれに該当する。第四は、禁止措置である。核拡
散防止条約(Treaty on the Non-Proliferation of Nuclear Weapons: NPT)や包括的核実験禁止条約
(Comprehensive Test Ban Treaty: CTBT)などの大量破壊兵器(Weapons of Mass Destruction: WMD)の拡
散を防止する取り極めが端的な例であるが、今日、こうした枠組みが揺らぎ始めていることは衆知
の事実である。そして、第五は、軍事力の透明性や軍事行動の予測可能性を高めるための信頼醸成
措置(Confidence Building Measures: CBM)である。軍事演習の事前通告や監視要員の相互派遣などに
代表されるこの措置は、軍備や兵員の縮小には手を付けずに相互の緊張の原因を取り除きながら、
誤解や誤認に起因する武力紛争の危険を低減することを目的とする。そして、軍事的安定化の観点
からは、これら総ての軍備管理措置が検証(verification)手続きを伴うのである。但し、本稿では用語
の煩雑さを避けるため、「軍備管理」の呼称を用いる場合には、軍縮を除く安定化措置を指すことに
する。
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は、非核地帯の設置といったNATOの呑めない主張が繰り返されてはいたものの、その後、

東側の提案からは次第に米欧離間のトーンが消えていった。このように対中軍事力の強化を

迫られたソ連が二正面作戦を回避する方向を示し、同時に、67年12月にアルメル報告3を採

択したNATOがこれに呼応すると、73年後半から開始される全欧安保協力会議（CSCE）や中

部欧州相互均衡兵力削減（MBFR）交渉の礎が築かれていったのである。その結果、こうし

た一連の軍事デタント協議の流れの中で、90年11月にはNATOとワルシャワ条約機構諸国の

間で欧州通常戦力（CFE）条約が締結され、さらに、ワルシャワ条約機構の解体やソ連崩壊

を受けて、99年11月にCFE条約・適合合意が成立すると、ヨーロッパ戦域における奇襲や大

規模攻撃の恐れはほぼ消失したのである。これに対し、69年３月の中ソ軍事衝突を契機に、

ソ連との軍事対立を危惧する中国と中ソ離間の機会を巧みに捉えた米国が関係の改善に向

かったことは、我が国にとっては青天の霹靂として記憶されている。

　翻って、今日のユーラシアを巡る戦略環境を窺えば、ヨーロッパとロシアの関係はこれま

での軍事デタントの成果を損なう危険を無視し得なくなり始めている。確かに、2002年11

月にプラハで開催されたNATO首脳会議が合意したバルト諸国の新規加盟に対し、プーチン

（Vladimir V. Putin）ロシア大統領は静観した。大統領自身がNATOの拡大に同意を与え

たことはなかったが、ロシアは、当初、危惧された軍事態勢の変更、端的には、軍事デタン

ト取り極めの外側に置かれた戦術核兵器を展開する動きや、CFE条約の枠組みを逸脱する

動きを示さなかったのである。だが、NATOの東方拡大に反発する軍部や議会保守派が事態

を座視した政府の姿勢に納得したわけではなかったし、その意味において、彼らは冷戦時代

のマインドからも解放されていなかった。こうして見れば、ロシアがNATOとの新たな対立

を再燃させる危険こそ低いものの、NATOへの警戒を怠るとは考えられなくなったのである。

　他方、このように懸念されるヨーロッパとロシアの関係悪化と対照的に、ソ連崩壊後、唯

一の超大国として立ち現れた米国の一極支配への危惧を共有するとともに、将来の軍事的脅

威の源泉として米国の意識にのぼり始めた中国と、米国が主導するNATOの東方拡大を懸念

するロシアが、相互に過去の対立を払拭する顕著な動きを示し始めている。中ロが過去の蜜

月関係に立ち戻ることはないにせよ、上海ファイブと通称されるロシア、中国、カザフスタ

ン、キルギス、タジキスタンで構成する５カ国の安保協力枠組みの中で、97年４月には延

長7,300キロメートル、縦深100キロメートルの範囲の国境地域に展開する兵力引き離しが合

意され、軍事的透明性の向上が図られた。さらに、2001年６月にウズベキスタンの新規加

3  NATOが採択したこの報告書の正式名称は「大西洋同盟の将来の課題」であるが、この報告書の
作成に中心的役割を果たした当時のベルギー外相アルメル（Pierre Harmel）に因んでこのように
通称されている。この報告書は70年代のNATO戦略の根幹を抑止と防衛とデタント政策の相互連
関の中に見出すとともに、特に、デタント政策の重要性を指摘している。
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盟を見るとともに上海協力機構（Shanghai Cooperation Organization: SCO）へと改組さ

れ、その連繋が強化されると、こうした軍事デタントの進展を背景に、７月には80年に失

効した中ソ友好同盟相互援助条約（Treaty of Friendship, Union and Mutual Assistance

between the Soviet Union andthe People’s Republic of China）に代わる中ロ善隣友好

協力条約（Treaty of Frieandship, Good-neighborliness and Cooperation between the

Russian Federation and the People’s Republic of China）が締結された。この条約調印

に際し、両国はこれが新たな軍事同盟には繋がらない旨、強調したが、その共同声明に

は対米牽制を強く意識したABM条約の遵守や多極化世界の創造を支持する文言が加えられて

いた。その結果、二正面作戦の回避を図ろうとする両国の関係強化は、ロシアとしては容易な

外貨獲得の手段としての、また、中国としては米国が台湾に行う武器支援への対抗、さらに

は、軍の近代化や外洋海軍の拡充を目指したロシア製兵器の移転へと発展しようとしている。

　本稿は、抑止（そして防衛）とリアシュアランスの二つの変数を媒介に、軍事態勢の変化

に焦点を当てながら、ユーラシアにおける戦略連鎖の変遷の軌跡を素描するとともに、今

日、不透明感を増し始めたユーラシアの戦略環境が我が国に齎す影響と対応を併せ検討する

ものである。

１　冷戦期の欧・ソ・中関係

（１）中ソ関係の悪化

　50年2月の中ソ友好同盟相互援助条約の締結によって蜜月を迎えた中ソ関係は、早くも50

年代後半に入ると悪化の兆しを見せ始めていた。56年2月の第20回ソ連共産党大会において

フルシチョフ（Nikita S. Khrushchev）が打ち出した「非スターリン（Josepf V. Stalin）

化」の路線は、中国とのイデオロギー論争を先鋭化させた。この党大会で示されたソ連の対

外政策における路線の変更、すなわち、国際緊張の緩和、世界戦争の防止、西側との実務的

な協力関係の確立、さらには、世界革命促進の放棄といった方針の採用が、中国からの強い

「修正主義」批判を巻き起こしたのである4。こうして50年代末から60年代初頭にかけて、

中ソの社会主義建設方針を巡る中ソの主導権争いは、イデオロギー対立となって先鋭化して

4  B. Kurik, “Sovetsko-Kitaiskiy Konflikt v Kontekste Mirovoi Politiki,”([Soviet-Chinese Con-
flict in the Context of World Politics]) Sovetskaya Vneshnyaya Politika v Gody Kholodnoi Voiny: 1945-
1985, ([Soviet Foreign Policy during the Years of the Cold War: 1945-1985]) (Moscow: Interna-
tional Relations, 1995), p. 376.
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いった。毛沢東を中心とする中国指導部は、ソ連の路線変更を国際社会主義運動への裏切り

と捉えるとともに、共産主義の理想に忠実な中国こそがレーニン（Vladimir I. Lenin）の

真の後継者であると主張し、社会主義陣営内での中国の影響力の拡大を図ろうとした5。他

方、ソ連指導部は、中国はあくまでもソ連が決定した路線に忠誠を誓うべきであると考えて

いた6。こうしてソ連は58年、中国共産党第８回全国代表大会第２回会議で確定した中国共

産党の内外政策7を公然と批判し、中国の内政に強く干渉した。さらに59年に入ると、ソ連

は中国の対外政策に対する公開批判を一層強化し、台湾、チベット、中印国境問題を巡って

中国側と激しい論争を展開した。同時に、両国のイデオロギー闘争は、軍事や経済の関係悪

化にも繋がっていた。すでに57年の段階で対中技術支援を中断するとともに、中国が希求

する原爆製造技術の提供を拒否したフルシチョフは、中国に対して核の傘を提供することで

同国の原爆開発を放棄させ、それによって中国を軍事的にコントロールしようと試みた。こ

れに対し、いかなる勢力からもコントロールは受けないと主張してソ連の要求を拒否した毛

沢東は、独自の核開発の道を選択することになった。また、60年７月、フルシチョフは、

中国に派遣したソ連の技術者を引き揚げたことを明らかにしたが、これによって中国では多

くの大型建設プロジェクト工事が中断を余儀なくされる事態が起こっていた。

　60年代に入ると、中ソのイデオロギー対立は、領土問題の対立も絡み、さらに軍事的対

立の様相を色濃くしていった。63年９月、中国は、中ソ間の国境を巡る「不平等条約」の

改訂問題を公式に提起した8。そして、翌64年に中ソ国境交渉が決裂すると、これに続いて

中国は、150万平方キロメートルの対ソ領土要求を行った9。また、66年３月の第23回ソ連

共産党大会に代表団を送ることを拒否した毛沢東は、同年、文化大革命を本格化させる一

方、この運動の中で「反ソ連」を対外政策の主要な方針として打ち出したのである10。ここ

に至って、中ソ対立は決定的となった。それとともに、この頃から中ソ国境地域での両国兵

士による挑発行動が急増した。中ソ関係が悪化の兆しを見せ始めた60年から64年10月まで、

延べ1,000件程度であった挑発行動は、64年10月から中ソ国境軍事衝突が起こる69年３月まで

5  V.A. Zolotarev, Rossiya (SSSR) v Lokal’nykh Voinakh i Voennykh Konfliliktakh Vtoroi Poloviny 20
Veka, ([Russia(USSR) in Local Wars and Military Conflicts in the Second Half of 20th Century]), (Moscow:
Kuchkovo Pole, 2000), p. 126.この時期のソ連指導部と中国指導部のイデオロギー対立については、ジ
ル・マルチネ（熊田亨訳）『五つの共産主義（下）』（岩波書店、1972年）、21～26頁参照。
6  Zolotarev, ibid.
7 この会議では、社会主義段階での階級闘争の継続を主張する「継続革命論」が打ち出されたので
ある。安藤正士、太田勝洪、辻康吾『文化大革命と現代中国』（岩波書店、1987年）、８～10頁。
8  Kurik, “Sovetsko-Kitaiskiy Konflikt v Kontekste Mirovoi Politiki,” p. 377.
9  Zolotarev, Rossiya (SSSR) v Lokal’nykh Voinakh i Voennykh Konfliliktakh Vtoroi Poloviny 20 Veka,
p. 126.
10 Ibid.
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の期間には、4,189件へと著しく増加していった11。

　中ソ国境における軍事的緊張の高まりにつれ、ソ連は中国の脅威を強く認識するように

なった。ソ連指導部にとっては、ヨーロッパ戦域と極東戦域の二つの正面で困難な作戦を迫

られる最悪のシナリオを回避することが重要な課題として浮上し始めたのである12。64年10

月、フルシチョフに代わって権力の座についたブレジネフは、フルシチョフ時代の対外政策

全般の見直しを行ったが、前政権が掲げた「平和共存」については当初から必ずしも否定は

せず、ソ連が引き続き異なる社会体制の国家との平和共存政策を遂行してゆく旨、表明して

いた13。こうして66年３月の第23回ソ連共産党大会でブレジネフが欧州安全保障会議の開催

を西側に提起すると、これを受けて同年７月、ワルシャワ条約機構は、ヨーロッパにおける

平和と安全の強化に関するブカレスト宣言を採択したのである14。

　ソ連によるこのようなヨーロッパを巡る軍事デタントの提起は、ソ連の戦略見直しの動き

と連動していた。66年12月、ソ連は半年ほどかかった検討の後に、59年に採択された戦略ド

クトリンの見直しを完了した。その骨子の第一は、世界戦争が必然的に核戦争へとエスカ

レートするという従前の前提を改め、世界戦争が起こっても、戦略核交換を回避することが

できるとの見方に変わったことである15。60年代を通じて戦略核戦力の増強を続けたソ連に

とって、対米パリティを達成しつつあったことがこの見直しの背景にあった16。また、こう

した状況が米国との核軍備管理の機運を高めることにも繋がったのである。この戦略見直し

の第二の骨子は、対中軍事戦略に大きな変化が生じたことである。中国は64年10月に初の原

爆実験に成功したが、この見直し以前、ソ連は世界戦争が勃発し、西側との核の応酬になっ

た場合、中国はソ連に荷担するものと想定していた。ところが、深刻な中国との対立が、そ

の評価を一変させたのである。すなわち、ソ連が欧州戦域での戦闘状態に入った場合、この

間隙を突いて、膨大な数の人民解放軍がソ連に侵攻する危険に恐れを抱き始めたのである17。

その結果、ソ連は、中国の核使用を封ずるための対中核オプションを残すとともに、通常

11  Yang Kuisong, “The Sino-Soviet Border Clash of 1969: From Zhenbao Island to Sino-American Rap-
prochement,” Cold War History, Vol. 1, No. 1 (August 2000), pp. 22-23 and 50. 著者によれば、この数値
は、『人民日報』1969年５月25日付に掲載された、中国政府の声明に基づいている。ロシア側の指
摘によれば、64年から68年にかけて、クラスノズナーメンヌイ太平洋国境管区の管轄区域内で、中
国兵士は6,000件以上の挑発行為を行い、加わった兵士の総数は約26,000人であった。Zolotarev,
Rossiya (SSSR) v Lokal’nykh Voinakh i Voennykh Konfliliktakh Vtoroi Poloviny 20 Veka, p. 126.
12  Michael MccGwire, Military Objectives in Soviet Foreign Policy, (Washington D.C.: The Brookings Insti-
tution, 1987), pp. 163-165.
13  R. Craig Nation, Black Earth, Red Star: A History of Soviet Security Policy, 1917-1991, (Ithaca and
London: Cornell University Press,1992), p. 247.
14  Ibid.
15  MccGwire, Military Objectives in Soviet Foreign Policy, pp. 28-29.
16  Nation, Black Earth, Red Star: A History of Soviet Security Policy, pp. 236-237.
17  Ibid., pp. 164-165.
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戦力の増強を図ることで、中国の領土的野心を抑制する方向を選択したのである。欧州戦域

で戦端が開かれた場合、極東戦域においては、中国との戦闘を想定するのではなく、中国が

これに乗じて対ソ軍事行動を起こす危険を「抑止」するための軍事力を増強することが、ソ

連指導部にとっての最重要課題となったのである18。こうして、中ソ対立の激化に伴い、ソ

連指導部は、ソ連の西部や中央部の兵力をザバイカル及び極東に移動させるとともに、中ソ

国境に配置された部隊の火力の強化や対戦車兵器の強化などの措置を採った19。その結果、

65年の時点でソ連が極東戦域に配備していた20個師団の兵力は、69年には25個師団に、さ

らに73年には45個師団にまで増強されたのである20。

　他方、中国では65年秋から始まった文化大革命に象徴される国内の権力闘争が激化する

一方、外交面では全くの孤立状態に置かれていた。こうした状況の下で、中国の対外的な関

心は米ソ関係、とりわけ、この二つの超大国が結託してその覇権的行動を中国に向ける危険

に据えられていた。けれども、ソ連の軍事的脅威を現実のものとして感じていたわけではな

かった。事実、65年には、限定的な地上侵攻の危険を意識していた羅瑞卿総参謀長を中心

に、引き込み戦略である「人民解放戦争」に代わる前方防衛や装備の近代化の必要が提起さ

れたものの、彼が抱いた脅威の主たる対象はソ連ではなく、ベトナムでの介入をエスカレー

トさせた米国であった21。

　ところが、ソ連に対する評価を一変させる事件がヨーロッパで発生した。後にブレジネ

フ・ドクトリン（制限主権論）の発動として知られる、68年8月のチェコ事件の勃発であ

る。プラハの春を蹂躙したこの事件を契機に、周恩来首相をはじめ中国政府はソ連を「社会

帝国主義」と名指しし、非難を開始した。同時に、ソ連の軍事脅威が初めて現実のものとし

て意識され、こうしたソ連の懲罰的な軍事侵攻が自国に向かう恐れを抱くことになった22。

中国は、米ソ二つの敵との対峙を迫られることになったのである。

　チェコ事件の衝撃が覚めやらぬ最中、69年３月に勃発した中ソ軍事衝突は、中国の対ソ

18  MccGwire, Military Objectives in Soviet Foreign Policy, p. 163.
19  Zolotarev, Rossiya (SSSR) v Lokal’nykh Voinakh i Voennykh Konfliliktakh Vtoroi Poloviny 20 Veka, p. 127.
20  MccGwire, Military Objectives in Soviet Foreign Policy, p. 164, 及び「中国因素対蘇聨制訂対美安全政
策的影響」『美中蘇３角関係』人民出版社（1993.8)、p. 88.
21  但し、毛沢東や林彪は、米国が介入の矛先を中国にまで向けるとは考えていなかった。Ellis Joffe,
The Chinese Army after Mao (Cambridge: Harvard University Press, 1987), p. 40.及び、Jonathan D. Pollack,
The Sino-Soviet Rivalry and Chinese Security Debate (Rand Cooperation, October 1982), p. 10 を参照。ま
た、人民解放戦争論の否定に繋がる軍の近代化については、文化大革命を進める国内政治の観点から
も選択できなかったことが推し量れよう。
22  こうしたソ連の奇襲が、核実験に成功して間もない中国の核関連施設に向けられる恐れのあったこ
とを指摘する、Jonathan D. Pollack, The Sino-Soviet Rivalry and Chinese Security Debate, p. 12 を参照。
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脅威認識を決定的なものにした23。その結果、中国は70年代の初頭、極東戦域におけるソ連

の兵力増強に対抗して、中ソの東部国境地域を管轄する瀋陽軍区とモンゴルとの国境地域を

管轄する北京軍区の二軍区に歩兵師団の３分の２を配置するとともに、保有する約5,000機

の戦闘機の半数近くを対ソ防空任務に振り向けた24。また、これと併行して、中国は対ソ核

戦力の強化にも着手した。こうして71年までに20基程度の射程600マイルの中距離弾道ミサ

イル（MRBM）を配備する一方、ソ連防空網の突破が難しいとは思われたものの、核弾頭搭

載可能な自国製Tu-16中距離爆撃機（中国名は轟炸６(H-６)）の生産に入ったのである25。

　同時に、中国は米ソのバランスにも気を配り始めた。この頃になると、中国は、衰退の兆

しを見せ始めた米国がアジアから撤退し、これに代わって、ソ連がアジアに進出する危険を

感じ始めていた。69年７月にグァム・ドクトリンを発表し、ベトナムからの撤退に着手し

たニクソン（Richard　M.　Nixon）米国大統領は、70年２月、21/2戦略から11/2戦略へと

転換した。こうした米国の動きを受けて、米国よりもソ連を自国にとっての大きな脅威と認

識した中国は、孤立状況から脱却する決断を下し、米国との和解を模索し始めたのである。

中国は、同時に二つの超大国に対して戦力を投入するという態勢を改め、ソ連の脅威にのみ

対抗しようとしたのである。その結果、米中の戦略的提携こそが自国の安全を確保すること

に繋がると認識したのである26。また、中国は自国に対する米国の判断を次のように評価して

いた。すなわち、米国は、中国を潜在的な敵と見做し続けるものの、中国が文化大革命とい

う国内の混乱に陥っていたことや、ソ連が中国に対する軍事的圧力を加えていたことなどか

ら、当面、中国が米国の脅威となることはなく、むしろ、米国はソ連と対立する中国を自国

に接近させながら、力を増したソ連への対処を図るだろう。事実、中国の読みどおり、ソ連

の拡張阻止を優先した米国は、中国との関係改善の可能性を模索していったのである。

　ソ連にとって、米中接近は欧州戦域のみならず極東においても対ソ包囲網が形成されるこ

とを意味した。ソ連はこの包囲網を打破する必要に迫られることになった。ブレジネフは、

就任直後から欧州戦域におけるデタントを提唱していたが、当初は米国をこの枠組みから除

外することによって西欧諸国との離間を図り、NATOを弱体化させるという思惑を込めてい

23 N. Vert, Istoriya Sovetskogo Gosudarstva 1900-1991, ([The History of the Soviet State 1900-1991])(Mos-
cow: Ves’ Mir, 2000), p. 476.著者によれば、69年の中ソ国境軍事衝突では、両軍合わせて1,000人以上
が死亡し、これを機に中国は、ソ連を単なる政治的な敵対者ではなく最大の軍事的脅威とみなすよう
になった。
24 Jonathan D. Pollack, “Sino-Soviet Relations,” in Grayson Kirk and Nils H. Wessell (ed.), The Soviet
Threat: Myths and Realities, (Praeger Publishers, 1978), p. 38.
25 Ellis Joffe, The Chinese Army after Mao, p. 39を参照。
26 Yang, “The Sino-Soviet Border Clash of 1969: From Zhenbao Island to Sino-American Rapproche-
ment,” pp. 21-52.この新しい研究によれば、毛沢東は、69年の軍事衝突までは、文化大革命への国民の
動員という内政的な要請のためにソ連との対立を利用することを主に考えていたが、実際に軍事衝突が
起こった後、超大国ソ連との全面的な軍事衝突の脅威を認識して、米国との提携に動いたのである。
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た。しかし、中ソ軍事衝突と米中接近により、ソ連指導部は米国をも交えた西側との軍事デ

タントに本格的に取り組まざるを得なくなったのである。第一は、中国への接近を図る米国

との関係改善であった。こうして米中の安全保障関係が強化されてゆくことを恐れたソ連

は、SALTへと繋がる米国とのデタントを追求し始めたのである27。第二は、欧州戦域の安定

の確保であった。これについては後述するように、NATO西欧諸国との利害の一致を見る

と、70年代に始まるCSCEやMBFR交渉へと繋がっていったのである。

　こうした欧州戦域を巡るデタントの推進と対照的に、ソ連は対中牽制策の強化に乗り出し

た。72年２月にニクソン米国大統領が訪中し、また、同年９月に中国と日本が国交を正常

化したことにより、北東アジアでは米・中・日による対ソ連包囲網が形成され始めていた。

こうした動きに対抗するため72年以後、ソ連は極東戦域における通常兵力及び核戦力を継

続して増強した28。80年代半ばまでに極東戦域の兵力は73年の45個師団から55個師団（うち

２個師団はモンゴルに駐留）にまで増強された。これと併行して72 年から77年にかけて、ソ

連は極東に駐留する地上軍、空軍の装備の質的向上を図り、旧式の作戦機と装甲戦闘車輌を継

続して更新し、先進的な装備に換えていった。さらに77年、ソ連は極東戦域にSS-20中距離弾

道ミサイルとバックファイアー中距離爆撃機の配備を開始した29。また、ソ連は、ベトナム、

アフガニスタンなど中国周辺の国家にも影響力を拡大し、対中包囲網を形成しようとした。

　これに対し中国は、米国との協力を強化するとともに、ソ連の軍事的脅威を同様に感じて

いた日本との関係改善に努め、78年８月には日本側の要請に沿った条件付きながらも「（対

ソ）覇権反対条項」を盛り込んだ日中平和友好条約に調印した。そして、こうした一連の流

れの中で79年４月、中国はソ連に対し、50年２月に締結された中ソ友好同盟相互援助条約

を80年４月の満期をもって更新しない旨、通告したのである。

　ところが、この頃から中ソ関係に再び変化の兆しが現れ始めた。79年12月のソ連軍によ

るアフガニスタン侵攻と81年１月のレーガン（Ronald W. Reagan）米国政権の登場により、

米ソ関係が再び悪化する中で、80年代に入ってからのソ連の極東戦域における軍備増強の

主目標が、米国との戦略的対決へと変化したからである30。この「新冷戦」という時代の雰

囲気の下で、ブレジネフは、極東における信頼醸成措置を提案するとともに31、中国との関

27 Vert, Istoriya Sovetskogo Gosudarstva 1900-1991, pp. 467-468及びNation, Black Earth, Red Star: A His-
tory of Soviet Security Policy, p. 258.
28 70年代を通じて極東戦域におけるソ連の軍事力増強を促した最大の要因は、中国の脅威であった。
長谷川毅「アジアにおける軍備管理」木村汎編訳『岐路に立つゴルバチョフ』（勁草書房、1990年)、
113頁。
29 ｢中国因素対蘇聨制訂対美安全政策的影響」『美中蘇３角関係』人民出版社（1993.8）p. 91.
30 長谷川、前掲論文、115頁。
31 1981年の第26回ソ連共産党大会におけるブレジネフの演説。ⅩⅩⅥ s”ezd Kommunisticheskoi Partii
Sovetskogo Coyuza ([26th Congress of the Communist Party of the Soviet Union]) (Moscow: Politizdat, 1981),
p. 252.
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係改善を模索し始めたのである。何故なら、強硬な反共路線を唱えるレーガン政権の登場に

より、米中関係にも陰りが見え始めたからである。事実、この頃には米国の台湾への兵器輸

出を巡って両国の関係が緊張していた。この間隙を縫ってブレジネフは82年３月、タシュケ

ントで演説を行い、中ソ関係改善のための交渉開始を提案した。これに対し、米中提携のマ

イナス面を検討した中国は、対西側、対ソ連等距離外交を行うことを決定し、西側との関係

を悪化させることなく、ソ連との限定的な和解を行う道を模索し始めた32。しかしながら、

中国が提起した中ソ関係改善のための「三つの条件33」はどれも満たされることなく、中ソ

の本格的な関係改善は、ゴルバチョフ（Mikhail S. Gorbachev）の登場まで持ち越された

のである。

（２）欧ソ・デタントの進展

　第二次世界大戦後のヨーロッパとソ連を巡る軍備管理・軍縮の起源は50年代の半ばに遡る。

　53年３月のスターリンの死後、東西ドイツの分断が徐々に固定化されてゆく中で、統一

ドイツの創設とその中立化によるバッファー形成を不可能と見たソ連は、54年１月にベル

リンで開催された英・米・仏・ソの４カ国外相会談において、後のCSCEのプロトタイプと

も言うべき全欧州条約の締結を提案した。だが、加盟国間の軍事力の行使や脅迫を禁止する

と同時に、加盟国への攻撃を総ての加盟国への攻撃と見做すことを謳ったモロトフ

（Vyacheslav M. Molotov）提案と呼ばれるこの欧州集団安全保障構想は、その表面的な文

言とは裏腹に、同条約の趣旨に反するNATOの解体を促し、さらには、米国をヨーロッパの

地から追い落としながら、再びドイツ問題を有利に導く意図が見え隠れしていた。また、55

年７月の戦後初のジュネーブ・サミットでは、ソ連代表ブルガーニン（Nikolai A.

Bulganin）が欧州集団安全保障体制創設に向かう過渡的措置として、東西戦力の現状凍結

や、西独のNATO加盟に対抗して結成されたばかりのワルシャワ条約機構をも対象に据えた

東西同盟の同時解体を提唱した。加えて、この条約に参画する安保理常任理事国以外の国の

軍を15-20万人に制限することも提起されたのであるが、当時既に50万人規模の西独連邦軍

の創設をNATOと西欧同盟（WEU）の枠組みの中で進めていた西側がこうした提案を受け

入れる素地は存在しなかった。逆に、西側からはアイゼンハワー米国大統領が閉鎖的な東側

に向けて、オープン・スカイ（非武装航空機による相互査察）の提案を行った。また、英国

32  長谷川、前掲論文、116頁。
33  この三つの条件とは、極東ソ連軍の削減、アフガニスタンからのソ連軍の撤退、及び、（ソ連に
支援された）ベトナム軍のカンボジアからの撤退であった。
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のイーデン（Anthony Eden）からは、ドイツ統一選挙の実施を前提に、この西側に属する

筈の統一ドイツと東側隣接地域の間に、奇襲を防止するための相互査察の実施や監視レー

ダーの設置を介した「兵力引き離し」構想が提起された。

　こうした軍備管理・軍縮を手段に、敵の戦力を削ぐことを目的とした提案はさらに続き、

57年10月にはポーランド外相ラパツキ（Adam Rapacki）が国連総会において、オーデル・

ナイセ線（ポーランドの西部国境線）の恒久化や東独の国家承認に加え、中部欧州における

非核地帯構想を提起した。この提案には、通常戦力面での劣勢を補完するために54年以降、

NATOが選択した核武装化の努力を反故にするとともに、将来の西独の核武装を事前に回避

する意図が潜んでいた。それ故、英国やスカンジナビア諸国はこの提案に肯定的な態度を示

したものの、この地域における東側の戦力優位の固定化を恐れる米国や西独の受け入れると

ころとはならなかった。このように見れば、軍備管理・軍縮を巡る基本的な枠組みは既にこ

の時代に出揃っていたといっても過言でない。けれども、厳しい軍事対立が続くこの時代、

東西の間に対話の雰囲気は生まれなかったのである。

　ところが、60年代に入ると状況は徐々に変化してゆく。軍備管理や軍縮が、自陣営の脆

さや弱さを是正する軍事的緊張緩和の戦略へと姿を変えてゆくのである。

　58年11月のフルシチョフによるベルリン自由市化案や61年８月の東独によるベルリンの

壁の構築によって高まった東西の緊張は、62年10月のキューバ危機によって頂点に達する

ことになる。だが同時に、この核戦争の悪夢を米ソが平和裡に解決したことによって、東西

関係は新たな段階に入ってゆく。このミサイル事件を教訓に米ソ・ホットラインが敷設さ

れ、こうして始まった対話の試みが両国間の緊張を緩和すると、やがてSALTへと繋がって

いったからである。

　こうした緊張緩和のムードと対照的に、ソ連にとっては厄介な軍事的問題が頭を擡げ始め

ていた。中国との軍事対立の深刻化である。このような状況の下で、ブレジネフのソ連が選

択したのが二正面作戦を回避するための欧州戦域における軍事デタントの推進であった。

　66年３月、第23回ソ連共産党大会に臨んだブレジネフは、安保会議の開催を西側に提案

した。そして、これを受けて同年７月、ワルシャワ条約機構は、独立・主権の尊重、内政不

干渉、平和共存、科学技術交流の促進に基く善隣友好関係の樹立を提案するとともに、東西

同盟の同時解体を始め、軍事的緊張緩和を達成するための外国軍の撤退や非核地帯の設置を

西側に呼び掛けるブカレスト宣言を採択したのである。NATO西欧諸国が多角的核戦力

（Multi-Lateral Force: MLF）と呼ばれる独自の核部隊創設構想を推進する一方、フラン

スがNATO軍事機構から離脱した時期と重なるこの提案には、なお米欧の離間を画策する意

図が見え隠れしていた。だが、ブレジネフ・ドクトリンの発動として知られる68年８月の

チェコ事件を経て70年代に入ると、東側の軍事デタント提案からは米欧離間のトーンが消
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えていったのである。

　ところで、69年３月のウスリー河畔の中ソ軍事衝突に伴い、ソ連は対中軍事力の強化を

速めたものの、欧州戦域における通常戦力はなお圧倒的に東側に有利であった。そのため、

ソ連がこの戦域において期待したものは、軍縮ではなく、困難な二正面作戦を事前に回避す

る方策としての軍備管理、とりわけ緩いCBMを介した欧州戦域の安定と固定化であった。

この時点において、戦力バランスは東側の優位が固定されており、また、そのように西側が

評価するのであれば、東側にとっては自陣営の戦力維持・強化に困難が生じない限り、西側

との軍縮交渉に臨む必要がなかったからである。

　このような東側の提案に対し、67年12月、NATOはアルメル報告を採択した。それは従

前の「抑止」と「防衛」に加え、新たに「緊張緩和」の理念を重要な安全保障政策の一環と

位置づけることを意味した。そして、これを受けて翌68年６月、NATOは「レイキャビクの

シグナル」を発し、後の中部欧州相互均衡兵力削減（MBFR）交渉の基となる軍縮の呼び掛

けを行ったのである。

　それは、中国への軍事対応を迫られたソ連がヨーロッパにおける軍備管理を必要としたの

と理由は異にするものの、NATO西欧諸国もまた軍事デタントを欲していたからである。66

年辺りからNATOは同盟の運営を巡り、幾つかの難題に直面していた。当時、急激に進んだ

インフレは兵器調達コストにも跳ね返っていた。また、ヨーロッパに拡がったベトナム反戦

ムードを反映して、各国政府は国防費の捻出に苦慮していた。加えて、ベトナム戦費の高騰

から米国では同盟国に対する防衛分担（burden sharing）論議が高まり始めていた。折し

も、ヨーロッパ視察旅行の途次、フランスのNATO軍事機構からの離脱に伴うブリュッセル

へのNATO本部移転に絡む無駄な支出や、防衛分担を渋る西欧同盟諸国の姿を目の当たりに

したマンスフィールド（Mike Mansfield）上院議員は、66年８月、駐留米軍の一方的削減

決議案（所謂マンスフィールド決議）を上院に提出した34。だが、西欧側の防衛努力に対す

る米国側の苛立ちと不満に起因するこの問題提起は、戦略的には西欧防衛の中核を担う米国

の力を殺ぐばかりでなく、東西の戦力バランスをさらに悪化させることを意味した。それ

故、NATOが提起したMBFR提案は、崇高な軍縮の理想を達成するばかりでなく、こうした

米国の一方的な軍縮提案を東西対話に基く「相互主義」の文脈に移し替える試みでもあった

のである。すなわち、この提案に沿って東西の軍縮が進捗すれば、通常戦力強化の圧力を緩

34  マンスフィールド決議案に代表される一連の在欧米軍削減提案については、Charles R. Gellner, The
Mansfield Proposals: To Reduce U.S. Troops in Western Europe, 1967-1974 (The Library of Congress, Con-
gressional Research Service, Revised, December 1, 1982) を参照。また、66年６月にマクナマラ（Robert
S. McNamara）米国国防長官が在欧米軍の一方的削減にソ連が呼応する可能性を示唆したことが、こ
の決議案提出の背景に存在したことは否定できない。
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和させることが可能であったし、仮に、ソ連がこの提案を拒否しても、米軍の一方的な削減

を回避することができたからである。

　だが、自らにとって好都合な戦略環境を築くためには相手の提案にも配慮する姿勢を示さ

ねばならない。こうして東西の妥協が成立すると、東側の企図するCSCEと西側の期待する

MBFR交渉が並行して進められることになった。

　アルバニアを除くヨーロッパの33カ国に米国とカナダを加え、73年７月にヘルシンキで

正式に発足したCSCEは、既に同年春までの予備交渉の段階で４つのカテゴリー（バスケッ

ト）を討議の対象に据えることが合意されていた。第一は安全保障・国家関係に係る主題で

あり、東側の期待する戦後国境線の確定問題や、西側の要求するCBMもこの範疇に含まれ

ていた。第二は経済・科学・技術交流であった。そして、第三が文化交流、人間の移動、情

報・思想の自由であったが、東側社会の閉鎖性に鑑みれば、西側が強く求めたこの第三バス

ケットと通称される人権条項がいずれ大きな争点として浮上することは明らかであった。ま

た、第四として永続審議機関の設立が合意されたが、この措置は後に会議の成果を精緻化す

るための再検討会議として知られることになる。

　本会議の結果、第三バスケットを巡り展開された東西の応酬が、この問題を一般的言明に

留めることで一応の妥協が図られると、争点は第一バスケットの安保問題に集約されていっ

た。参加諸国間の主権尊重、武力不行使、国境不可侵などを定めた十原則からは、平和的手

段による変更の可能性に含みを持たせたものの、後にソ連外交の勝利と喧伝されることにな

る戦後国境線の事実上の確定が合意された。他方、CBMに関しては、ソ連についてはトル

コとの国境250㎞までの地域を含む全欧州地域を対象に、独立した地上軍演習（military

manoeuvres）、あるいは、これに海・空（上陸・空挺部隊を含む）部隊が加わった演習が

25,000人規模を超える場合には、その規模・目的・参加国・軍の種類・地域及び時間につい

て開始21日以前に（緊急の場合は通常の外交ルートを介して速やかに）通告することが定

められた。また、オブザーバー交換については相互主義を原則に、人数や手続きをその都度

決定することとなった。このように、軍事移動（military movements）の通告をも含め、

概して緩い規定ではあったが、こうして75年８月１日には戦後初のCBMを盛り込んだ画期

的なヘルシンキ協定35が結ばれたのである。　

　これに対して、70年５月にNATOが 「四つの前提36」を設けて臨んだMBFR交渉は、東西

ドイツ、ベネルクス３国、ポーランド、チェコスロバキアに展開する東西同盟諸国軍の「均

35 Conference for Security and Co-operation in Europe, Final Act, 1 August 1975.
36 NATOが設定した４つの前提とは、ソ連に有利な地理的状況を考慮すること、｢均衡」とは東側のよ
り多くの兵力削減を意味すること、削減対象は外国軍のみならず現地軍を含むこと、対象地域を中部
ヨーロッパとすることであった。
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衡（Balanced）」を目指し、73年10月末からウィーンで開始された37。だが、この交渉は

会議の正式呼称を巡って冒頭から混乱した。東西兵力の同数への削減を企図して西側が提起

した「均衡」の文字を東側が嫌ったからである。こうして妥協の道が模索され、正式名称は

「中部欧州における相互戦力削減及び関連措置（Mutual Reduction of Forces and Armaments

and Associated Measures：MRFA）」交渉に落ち着くことになったが、ここでは東側の要求

を受け入れて「均衡」の文字を外す一方、西側の主張に沿って、厳正な検証措置を意味する

「関連措置」の文言が盛り込まれたのである。だが、厳密な検証措置に必然的に含まれる現

地査察（on-site inspection）を東側が認めるとは思われなかった。事実、検証規定のないま

まに進められたこの交渉は遂に兵力算定基準で一致を見ることがなかった。また、多くの場

面で「同率削減」を主張する東側に対し、西側にとっては「均衡」以外の合意点が見出せな

い以上、この面でも交渉の成功の見込みは殆どなかったのである。同様に、この交渉に

NATO軍事機構から離脱したフランスが不参加を決めたことによって齎された狭い対象地域

では、仮りに合意が成立しても、軍事技術の進歩に伴う移動力が捨象されるために、軍事的

意義を見出すことはできなかった。さらに、東側がNATO戦力の主力を形成する航空機や核

戦力を交渉の対象に据えることに固執したのに対し、東側の大規模侵攻を恐れるNATOは陸

上通常戦力の均衡を目指していた。75年末には西側が核戦力をも削減対象に加えたオプショ

ン・III と呼ばれる譲歩案を呈示したが、交渉は進展しなかった。加えて、東側が提起した

「戦闘単位を基準」とする削減原則も、却って合意を難しくするだけであった38。

　このようにMBFR交渉は両者の溝が埋まらないまま、一向に進展しなかった。上述の理由

に加え、戦力的に強者の立場にある東側からすれば、財政問題などが足枷となって戦力強化

の余力に乏しい西側に、敢えて譲歩する必要もなかったからである。東側にとっては、自ら

が期待するCSCEの進展を妨げないように、この交渉を継続する姿勢さえ崩さなければ充分

だったのである。

　それでは、何故CSCEは成功したのであろうか。最大の理由は、この会議に参加した非同

37 削減対象地域として西側が要求したハンガリーは、その扱いが定まらないままに会議が継続され
た。また、この交渉に参画する諸国は直接参加国とオブザーバー参加国に二分されたが、前者には対
象地域に兵力を展開する11カ国が、後者にはこの地域に兵力を展開しない８カ国が含まれることに
なった。
38「戦闘単位を基準」とした削減の事例を挙げてみよう。東側の提案に従えば、米ソがそれぞれ戦車
300輛の削減を実施する場合の戦闘単位は「大隊（battalion）」である。米国の１個大隊が保有する
戦車は54輛、これに対して、ソ連は31輛である。そこでこの基準を適用すると、米国は６個大隊分
の324輛を、ソ連は10個大隊分の310輛を削減することになる。その結果、削減する大隊の数ではソ
連が上回るものの、数量では逆に米国が14輛分上回ることになる。米ソの戦闘形態が異なるために、
この数字の意味するところを厳密に捉えることは難しいが、双方が削減総数の差を重視する限り、こ
の基準に沿って合意を図ることは難しい。こうした設定方法は「豆粒勘定（bean counting）」と呼
ばれ、軍縮を推進するうえでの大きな障害となった。
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盟・中立諸国を始め、NATO加盟の西欧諸国もまた東側と同様にヨーロッパ戦域における緊

張緩和を望んだからである。東側の企図した戦後国境線の確定問題にしても、冷徹に判断す

れば、他に選択肢が存在しない以上、単に現状を追認したに過ぎなかった。この意味では、

とりわけ69年10月に誕生した西独ブラント（Willy Brandt）政権が推進した東方政策（Ost

Politik）の役割が大きかった。そして、実質的なドイツ統一の放棄と引き換えに、ヨーロッ

パに平和と安定を齎したこの現実的政策は、やがてドイツ統一の実現へと繋がってゆくので

ある。第二の理由は、具体的な軍縮と異なり、CBMによって軍事態勢の大きな変更を迫られるこ

とがなかったからである。また、これによって新たな財政負担が増すこともなかったのである。

　さて、ヘルシンキで達成された成果をさらに発展させるため、CSCEは77年10月からはベ

オグラードで、また、80年11月からはマドリッドで二度に亘る再検討会議を実施した。け

れども、INF問題を皮切りに、ソ連のアフガン侵攻が引き起こした「新冷戦」の雰囲気の下

では見るべき成果を挙げることができなかった。

　だが、この間にも水面下では着実な努力が続けられていた。78年５月、フランス大統領ジ

スカール・デスタン（Valery Giscard d’Estaing）は国連軍縮特別会議において「大西洋か

らウラル山脈まで（from the Atlantic to the Urals）」のヨーロッパ全域に亘る軍縮会議の開

催を提起した。後にATTUゾーンと呼ばれる「ヨーロッパ」を対象に据えたこの提案は、第

一段階で、CBMを強化し、軍備管理を一層促進するとともに、第二段階において戦車や戦闘

機など、特に攻撃用の通常兵器の軍縮達成を目指すものであった。当時のフランスはNATO

軍事機構から離脱しており、MBFR交渉に参加していなかった。また、CSCEも第三バスケッ

トが障害となって、爾後の進展が期待できないと考えていた。そのためフランスは、こうし

た問題への積極的関与の機会を既定の枠組みの外に見出しながら、ヨーロッパの軍備管理・

軍縮問題のイニシアチブを握ろうとしたのである。この構想に対し、東側は79年５月、ポー

ランド案に基づく欧州軍事デタント会議（Conference on Military Détente and Disarma-

ment in Europe: CMDD）の提唱でこれに呼応した。先のフランス案と同様、この提案も

二段階交渉を謳っていた。けれども、この提案にはNATOが抑止の要として重視する核戦力

や、米欧の連繋に不可欠な海洋戦力を交渉の対象とすることが付け加えられていた。

　このような差異こそ存在したものの、ヨーロッパの安定を目指す東西の姿勢は共有されて

いた。こうして84年１月、欧州軍縮会議（Conference on Confidence- and Security-Build-

ing Measures and Disarmament in Europe: CDE)39がストックホルムで始まった。参加国

はCSCEに加盟する35カ国であり、議題は第一段階の軍備管理問題に絞られた。だが、会議

39 会議の正式名称は、「欧州における信頼・安全醸成措置及び軍縮のための会議（Conference on
Confidence- and Security-Building Measures and Disarmament in Europe）」であるが、その名
称が示すように軍備管理と軍縮を二つの段階に分別して進めることが合意されたのである。
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は暫くの間、83年末から始まったNATOのINF配備が障害となって進展しなかった。

　ところが、85年３月のソ連新書記長ゴルバチョフの登場によって状況が一変する。80年

代初頭にはほぼ停滞状態に立ち至ったソ連経済を社会主義の理想の中で復活させることを企

図する彼にとって、西側との軍備管理・軍縮の促進は、重い軍事負担を軽減するばかりでな

く、いずれ西側との技術較差が齎す軍事劣勢をも回避する有効な方策となる筈であった。こ

うしてソ連が新思考外交を掲げ、また、11月の米ソ・サミットに臨んだレーガン大統領が

交渉の早期合意を強く促すと、一挙に弾みがつくことになったのである。

　この間、東側は交渉の対象を概ね西側案に沿った陸上戦力とすることに譲歩の姿勢を示し

ていた。これを受けて西側もソ連の嫌う人権問題を敢えて持ち出さなかった。その結果、86

年９月、この会議は武力不行使といった政治合意に加え、先のヘルシンキ合意をさらに精緻

化したCSBM40の実施に合意した。演習と移動の双方を含む軍事行動（military activities）

へと拡大された事前通告に関し、参加諸国は13,000人の兵員または300輌の戦車、あるい

は、3,000人以上の上陸・空挺部隊が参加する軍事演習や移動を42日以前に通告するととも

に、オブザーバー受け入れについても、17,000人を超える地上軍が参加し、あるいは、5,000

人を超える上陸・空挺部隊が参加する活動に対し、これを義務付けることが定められた。ま

た、通告対象となる翌年分の軍事行動計画を11月15日までに提出することや、40,000人ある

いは75,000人を超える行動計画には各々さらに厳しい規制を課すことが合意されたのである。

　こうしてヨーロッパにおいては軍事的な透明性が一層高められたのであるが、会議の最大

の成果は、ソ連がそれまで頑なに拒み続けてきた（現地）査察を初めて認めたことに集約さ

れるだろう。何故なら、合意された地上及び空中からの詳細な査察手続きが、第二段階で予

定される軍縮交渉に必須の「動きを示さない軍」の情報を確実に齎すことになったからであ

る。同時に、この成果はINF交渉やSTART・Ⅰの成功を保証することに繋がったのである。

　これを受けて87年２月からはCSCEを母体に、東西同盟に加盟する23カ国の間で、｢大西

洋からウラルまで」の軍縮を巡る非公式協議が開始された。そして、交渉の形態や地域割

り、また、削減対象兵器（Treaty Limited Equipment: TLE）に関する大まかな合意が出

来上がった89年３月からはウィーンで本交渉が始まった。東西双方の提案にはなお開きは

40  信頼醸成措置（Confidence Building Measures:CBM）は、75年８月に合意されたCSCEのヘルシンキ
協定に至る過程で定着した用語である。この会議は後述するようにヨーロッパの33カ国に米国とカナ
ダを加えた都合35カ国が参加する会議であったが、主たる討議の争点が東西の緊張緩和に集中したた
めに、NATO加盟諸国とワルシャワ条約機構加盟諸国、端的には米ソが会議の中心的役割を担ってい
た。ところが、マドリッドで開催された全欧安保協力会議・第二回再検討会議の席上、東西対立の狭
間に位置する非同盟・中立諸国を代表して当時のユーゴスラビアがこれら諸国の「安全（Security）」
をも考慮することを提起した結果、81年３月には信頼及び安全醸成措置（Confidence- and Security-
Building Measures: CSBM）の呼称が定式化されることになった。本稿はこれに倣うとともに、一般的
な言及に際しては「CBM」を使用することにする。
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残ったが、既にこの時点で、この交渉が短期のうちに決着を見ることは明らかであった。東

側にとっては重い軍事負担が経済発展の足枷となっている事実をゴルバチョフ自身が認めて

いたし、同様に、西側も国防費の捻出や、若年人口の減少に伴う徴兵制度の維持に困難を抱

えていたからである。また、NATOにとっては、87年12月の米ソ・INF条約によって現出し

た通常戦力の不均衡状態から早急に脱出しなければなかったからである。そして、この交渉

の開始に先立つ２月初旬、MBFR交渉はその役割を終了したのである。

　90年11月、８つの議定書、３つの宣言とともに、23カ条からなるCFE条約が調印された41。

削減の対象となったのは、戦車、装甲戦闘車輛、火砲、戦闘機、戦闘ヘリコプターの５種の

攻撃兵器であり、これに厳密な定義が加えられた後、ATTUゾーンにおける総数を、各々、

40,000輌、60,000輌、40,000門、13,600機、4,000機と制限することが定められた。また、条約

発効40カ月後には３段階に分けて実施される削減を完了することが合意されるとともに、戦力

の集中配備が齎す奇襲や大量攻撃の危険を回避するために、配備地域を４つ（相互に重複する

３層と外縁部の１地域）に分割し、地域毎の配備上限が設定された。なお、交渉の簡素化を図

るため、地域毎の戦力の配分については同盟内部の調整に委ねることとし、一国の保有上限を

概ね全体の三分の一以下と規定した以外、特別の条件を設けなかった。同時に、兵員について

も兵器が削減されれば当然削減されるとの前提に立って、条約はこれに触れなかったのであ

る。但し、90年10月に統一を達成したドイツについては、ドイツ政府「宣言42」の形で兵員上

限を37万人（うち陸・空軍を合わせた上限は34万５千人）とする例外的な規定が設けられた。

　この条約の第二の要点は、現存戦力についての情報交換が初めて明文化されたことである。

これまで演習や移動など、動きを示す軍についての情報交換は行われたものの、軍縮を達成

するうえで必須の軍全体に亘る情報交換が、一部の軍事力の秘匿や検証の困難を理由に行わ

れてこなかった。そのためCFE条約が保有戦力に関わる詳細なデータの相互交換を義務付け

たことは、ヨーロッパにおける戦争の回避に決定的な役割を果たすことになったのである。

また、これに付随して、条約の履行を円滑に進めるための会議召集の手続きが定められたほ

か、事務局をプラハに、紛争防止センターをウィーンに、条約の成果を民主主義の原則に則

り遵守してゆくための自由選挙事務局をワルシャワに、それぞれ設置することが定められた。

こうしてヨーロッパの緊張緩和を目指して東西が合意したCFE条約は、92年７月17日に暫定

発効し、11月９日には正式に発効した。この間、同条約が積み残した兵員数を規制するため

の協議も実を結び、７月10日には兵員上限協定 (Concluding Act of the Negotiations on Per-

sonnel Strength of Conventional Armed Forces in Europe: CFE 1A) が纏まったのである。

41 この条約の正式名称は、Treaty on Conventional Armed Forces in Europe である。
42  Declaration by the Government of the Federal Republic of Germany on the Personnel Strength
of German Armed Forces.
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　その結果、89年12月の米ソ首脳による冷戦の終結宣言と相俟って、東西の軍事対立が大

幅に緩和し、奇襲や大規模攻撃の恐れが遠退くと、ヨーロッパは「デタント」の時代を超

え、「敵」の存在しない「協調」の時代を迎えることになったのである。

２　冷戦後の欧・ロ・中関係

（１）欧ロ関係の変化

　CFE条約の調印によって戦略的安定が増進したのも束の間、ヨーロッパの政治情勢は大

きく変動し始めていた。91年７月にはCFE条約の一方の当事者であったワルシャワ条約機

構が正式に活動を停止し、これとともに嘗ての東側同盟諸国はソ連離れの姿勢を強めてい

た。さらに91年12月にはソ連が崩壊し、連邦構成諸国が独立したために、92年５月には

CFE条約によってソ連に割り当てられた戦力保有枠を再配分するための協議がこれら諸国

の間で行われた。その結果、ロシアの保有上限はソ連時代の凡そ半数へと縮小した43。この

ようにロシアにとって、CFE条約の枠組みは既に受容できないものになっていたのである。

　95年11月、発効から40ヶ月を経た条約の完了期限を目前に控え、ロシアから外縁部（レニ

ングラード軍管区と北コーカサス軍管区を併せた地域）において、条約の履行が困難になっ

た旨、伝達された。問題は、同地域での保有上限が設定されていた戦車（1,300輌）、装甲戦

闘車輌（1,380輌）、火砲（1,680門）のうち、特に、この枠を大きく上回っていた装甲戦闘車

輌の削減が進まないことによって引き起こされた。当時のロシアの自動車化狙撃師団が保有

する装甲戦闘車輌数は637輌、戦車師団のそれは402輌と伝えられており、グラチェフ (Pavel

S. Grachev) 国防相を始め、軍部はこの枠内では有効な作戦展開が覚束ないことを理由に掲

げ、早くから条約の改訂を訴えていた44。そして、そこに94年末に勃発したチェチェン紛争と

いう同条約が想定しない新たな要因が加わったために、厄介な局面が生み出されたのである。

　このような状況の下で、ロシアの条約不履行を声高に非難することは関係各国にとって得

策でなかった。何故なら、これによってロシアが同条約第19条を盾に150日の周知期間を置

43  ソ連に与えられた戦車、装甲戦闘車輌、火砲、戦闘機、戦闘ヘリコプタ-それぞれの上限は、13,150
輌、20,000輌、13,175門、5,150機、1,500機であったが、92年５月にタシュケントで開催された関係
共和国協議の合意に基き、ロシアの保有上限は、それぞれ、6,400輌、11,480輌、6,415門、3,450機、
890機 へと変更された。
44 Sergey Oznobistchev, “Developments of CFE treaty and future reductions in Conventional Weap-
ons,” Proceedings of the USPID-VII International Castiglioncello Conference (http://twilight.dsi.unimi.it/
uspid/Cast97/Atti/ oznob.html)を参照。
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いて離脱すれば、漸く手にした軍事的安定を反故にし、再びヨーロッパの軍事対立を煽るこ

とが必定だったからである。また、NATO諸国にとっては外縁部で生じたロシアの条約不履

行が直接的に自国の安全を損ねるわけではなかったし、この面での譲歩を東方への拡大の取

引材料とすることも考えられたからである。いずれにせよ、この条約によって2,500を数え

る査察の実施とともに58,000に上るTLEが破棄され、特にロシアはその保有数の凡そ２割を

破棄していた45。総ての締約国にとってこの成果を自ら否定する理由などなかったのである。

　そこで事態を打開するため、条約締約国は期限切れの直前になって、急遽、CFE条約とは

別枠で「外縁部文書 (Flank Document) 」を作成することに同意した。そして、協議が進め

られ、妥協が成立した96年５月末、ウィーンで開催された第１回CFE条約再検討会議は、新

たな外縁部の枠組み設定に合意したのである。合意の内容は、まず第一に、92年５月のタシュ

ケント合意に基づき、戦車1,300輌、装甲戦闘車輌1,380輌、火砲1,680門と上限を定められた

ロシアの外縁部のうち、レニングラード軍管区に関してはプスコフ州を、また、北コーカサ

ス軍管区からはヴォルゴグラード州、アストラハン州、ロストフ州の東部、クラスノダール

地方の一部を除いた狭い地域を新たに設定し、この地域に対して97年５月末から上述の配備

上限を適用することにしたことである。つまり、保有上限数は変えずに、対象地域を縮小し

たのである。第二は、元来の外縁部に対してはその上限を大幅に増加させ、戦車1,897輌、装

甲戦闘車輌4,397輌、火砲2,422門といった新たな暫定数値を設定するとともに、99年５月末ま

でに、それぞれの数値を1,800輌、3,700輌、2,400門へと下方修正するよう定めたことである。

このように、締約諸国はロシアに条約違反の汚名を着せることなく柔軟に対応することで、

他方、ロシアはこの新たな枠組みを受け入れることで、条約破綻の危機を回避したのである。

　これと同時に、時代の変化に対応できなくなったCFE条約そのものの見直しも進めねば

ならなかった。そして、先のウィーン会議においてロシアが提起したこの問題に条約締約国

が同意すると、96年12月の全欧安保協力機構 (Organization for Security and Co-operation

in Europe: OSCE) リスボン・サミットでは、条約第16条に基き設置された合同協議グルー

プ (Joint Consultative Group: JCG) が見直しの任に当たることが決定された。その結果、

97年初頭から開始された協議の中で、NATOとロシアの双方から提出された見直し案が検討

に付されると、７月下旬には条約改訂を巡る基本方針が纏まったのである。

　合意された方針の第一は、新たに国家上限と地域上限を設けるとともに、総てのTLEに上

限を設定したことである。国家上限とは文字通り、ある国家が保有できるTLEの上限のこと

であり、地域上限とは、駐留外国軍のそれを含めたTLEの上限であった。また、「総て」の

TLEとすることによって、先の条約では配備地域（あるいは配備国）を特定せずに、各同盟

45  Colonel Jeffrey D. McCausland, “Endgame: CFE Adaptation And the OSCE Summit,” Arms Control
Today, vol. 29, no. 6 (September/October 1999), p. 15. を参照。
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毎の保有上限のみを定めた戦闘機と戦闘ヘリコプターについても、各国毎に保有上限が設定

された。第二は、各国に割り当てられるTLEの上限について、90年の条約で定められた上

限を超えない範囲で、各国が自らその数値を呈示する方針を選択した点である。条約の精神

を保つためにも、軍縮をさらに進展させるためにも、各国の自主性を尊重したこの規範は重

要であった。第三は、国家上限や地域上限を５年毎に見直すことに加え、上限を一時的に超

える危機への対処や演習の実施、あるいは、地域・民族紛争への対応を目的とする国連や

OSCEの活動の拡大に鑑み、幾つかの例外規定を設けたことである。そして、この措置は運

用面での柔軟性を確保することで条約からの離脱を防止するとともに、条約そのものの効力

を高めたのである。

　その後も検討が重ねられたCFE条約の改訂交渉は99年３月末に最終条約案に向けた政治

合意に到達した。そして、これを受けて99年11月、イスタンブールでは、国境の内側で頻

発する国内紛争を地域の安定に対する新たな脅威と位置づける欧州安全保障綱領（Charter

for European Security）を採択したOSCE首脳会議と時を同じくしてCFE条約の改訂に臨

んだ加盟30カ国が、同条約・適合合意46に調印したのである。その結果、先の条約と比べ、

戦車は11％減の35,574輌、装甲戦闘車輌は5.7％減の56,570輌、火砲は10％減の36,312門、

戦闘機は3％減の13,203機、戦闘ヘリコプターについては微減の3,994機、といった、新たな

条約の枠組みが誕生した。こうしてヨーロッパにおける大規模攻撃や奇襲の虞は一層遠退い

たのであるが、分けても注目すべきは、この交渉に臨んだ米国とロシアの姿勢であった。

　　　　　　　　　　　　  米ロのＴＬＥの推移

　　　　　　　　　　　  　　　 　　　　   上段：99年合意の国家上限

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  中段：90年条約の国家上限

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  下段：現有戦力(2000.1.1現在)

　　　　　　  戦車　装甲戦闘車輌　  火砲　    戦闘機　  戦闘ヘリコプター

　米　国　　1,812　　  3,037　　　 1,553　　   784　　      396

　　　　　　4,006　　  5,152　　　 2,742　　   784　　      404

　　　　　　   793　　  1,572　　　    345　　   233　　      136

　ロシア　　6,350　    11,280　　　6,315　     3,416　　      855

　　　　　　6,400　    11,480　　　6,415　     3,450　  　    890

　　　　　　5,375　      9,956　　　6,306　     2,733　          741

46 この文書の正式名称は、Agreement on Adaptation of the Treaty on Conventional Armed Forces in
Europe である。
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　この新たな合意の中で米国は90年の条約で規定されたTLEの上限のうち、戦車を55％、

装甲戦闘車輌を41％、さらに、火砲を43％削減した。確かに、NATOが機動戦力として重

視する戦闘機と戦闘ヘリコプターについては微減に留まったし、この段階において、米国が

ヨーロッパに配備するTLEが実際には新たな上限枠をも大きく下回っていた点を指摘するこ

とも可能である。しかしながら、米国がこのように大幅な削減を受容したことは、特に、

NATOの東方拡大を懸念するロシアに対し、将来に亘り、米国がこの法的な枠組みを遵守

し、軍事対立を生み出す意図のないことを伝える手立てとなったのである。

　これに対し、ワルシャワ条約機構の解消やソ連の崩壊、さらには、NATOの東方拡大に

よって、軍事面での劣勢を余儀なくされたロシアは、総てのTLEにおいて微減に留まった。

加えて、96年５月の「外縁部文書」の一部がロシアの要請に基き改訂され、グルジアでの戦

力削減やモルドバからの戦力の完全撤退と引き換えに、新たな外縁部での装甲戦闘車輌の保

有上限が2,140輌へと引き上げられた。だが、問題の核心は、何よりも、99年３月24日に

NATOが開始したコソボ空爆に反発し、NATOとの協議機関として97年５月に創設された常

設合同理事会 (Permanent Joint Council: PJC) の中断といった外交面での厳しい態度に出て

ゆく同国が、３月末のJCG会議に臨んだこと自体に現れていた。あるいは、99年８月以降の

チェチェン紛争の再燃を受けて、10月にロシアが外縁部でのTLE上限を超える旨、締約国に

通告したことも重要であった。このように、ロシアにとってもこの条約を遵守する意義は少

なくなかったのである。

　ところで、冷戦に勝利したNATOは、このような軍事デタントの進展に歩を合わせ、早い

段階からその存在意義を再定義する作業に取り掛かっていた。それは、軍事同盟とした誕生

したNATOが、敵の存在しない協調の時代の下での生き残りをかけた闘いでもあった。

　米ソ首脳が冷戦の終結を謳い上げた89年末の米ソ・マルタ・サミットと相前後して、NATO

はその存立意義を、従前の「軍事同盟の枠組み」から「国際同盟のための政治枠組み」へと

変更した47。また、これを受けて、北大西洋条約第２条に規定される政治的要素の強化に努め

る方針を打ち出した90年７月のロンドン首脳会談は、既にロシアを「敵」とは規定できない

新たな環境に直面したNATOが「政治化」の道を模索する姿を映し出していた48。同時に、そ

れは本質的に不可測な将来に備えるための根幹部分を内に残しながら、統合軍事機構の改編

や戦略の修正といった上部構造の変革を通じ、ヨーロッパ全体の安全保障機構への発展を期

47  このNATOの変質については、North Atlantic Treaty Organization, Facts and Figures (NATO Information
Service, 1984), p.22. と、North Atlantic Treaty Organization, Facts and Figures (NATO Information Service,
1989), p.13. を対照。
48   London Declaration on a Transformed North Atlantic Alliance issued by the Head of State and Govern-
ment participating in the Meeting of the North Atlantic Council , 5-6 July 1990 を参照。
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す試みへと繋がっていった49。この首脳会議において、NATOは旧敵国の代表をNATO本

部へ招請するとともに、恒常的な外交官連絡制度を新設することを呼びかけた。また、91

年11月の首脳会議では「平和と協力に関するローマ宣言」を採択し、これら諸国との政

治・外交面での協力関係の増進を目的とする北大西洋協力理事会（North Atlantic Coop-

eration Council: NACC）の設立に合意したのである。

　これと併行して、NATOは冷戦期に構築された強固な軍事態勢や戦略の変更にも着手し

た。冷戦の時代、当時の西独の東部国境線に沿って築かれた前方防衛態勢は、東側同盟の崩

壊に伴う駐留ソ連軍の同地域からの撤退や90年10月のドイツ統一によって、さらには、11月

のCFE条約の調印によって、その意義を失った。また、91年５月に開催された国防相会議で

は、司令部機能を簡素化する方針が確認されるとともに、戦力再編計画が公表された。これ

まで欧州連合軍最高司令官の指揮下に各国が西独領内に展開してきた独自の軍団は多国籍軍

団へと改編され、こうして誕生する主力防衛部隊については分散配備が決定された。ところ

で、この多国籍軍団については、冷戦期に２個軍団（第５軍団と第７軍団）を擁し、30万人

を超える駐留兵力を維持してきた米国が、第７軍団の湾岸戦争への派遣と爾後の解団に伴

い、10万人態勢へと移行するとともに、従来、米国陸軍がその戦闘単位と見做し重視してき

た独自の軍団をドイツとの多国籍軍団へと改編したことが重要であった。何故なら、CFE条

約の成果と相俟って、米国が自らの態勢を変更したことは、ヨーロッパにおける戦闘を想定

していないとの軍事意思を、ロシアに伝える有効な手立てとなったからである。これに加え

て国防相会議は、冷戦後に頻発し始めた地域・民族紛争といったNATOの防衛範囲の域外

(out-of-area）での事態に対処するための緊急対応部隊の創設も決定した。そして、北大西洋

条約を改訂することなく新たな危機管理ミッションを自らに付与したNATOは、やがてCSCE

の「責任(responsibility)」や国連の「権威（authority)」の名の下に、さらには、旧東側諸国

を交えた「平和のためのパートナーシップ（Partnership for Peace: PfP)」の枠組みを用い、

旧ユーゴ紛争に関与していったのである。

　さらに、NATOは91年11月にローマで開催した首脳会議において新たな戦略概念を採択

した。68年１月の公式採用以来、西欧防衛の根幹を形成してきた柔軟反応戦略を修正する

意向を明示したこの決定は様々な意味で興味深かった。第一は、これによってNATOの核依

存態勢が実質的に終わったことである。その結果、それまで米国の核抑止力に依存してきた

49  このようにNATOの構成要素を、第３条（武力攻撃に対する抵抗力の発展)、第４条（認知された脅
威に基づく協議)、及び、第５条（武力攻撃に対する共同防衛）といった、同盟としての体裁を保つ
うえで不可欠な「根幹部分（bottom line）」と、統合軍事機構や指揮・命令システム、さらには、戦
力配備や戦略といった、時代の流れに応じて変更を必要とする「上部構造（superstructure）」とに分
類する、Michael Howard, “The Remaking of Europe,” Survival, vol.32, no.2 (March/April 1990), p.104.
を参照。
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ヨーロッパは、欧州連合（European Union: EU）の創設や西欧同盟（Western European

Union: WEU）の再活性化を介し、独自の安全保障政策を模索し始めたのである。第二は、

戦力再編計画の公表が戦略概念の採択に先行した点である。この逆転現象は、急激な戦略環

境変化への適応を急ぐNATOの一面を映し出していた。第三は、冷戦時代に秘密とされた戦

略概念を初めて公表した50ことであるが、これもロシアの懸念を払拭する有効な方策であっ

た。このようにNATOは内に秘めた「軍事同盟」の性格を表面化させることなく、新たな時

代への適応を図り始めたのである。

　ところが、新たな時代への適応を目指した筈のNATOが選択した東方への拡大は、その出

発点からロシアの危惧する「軍事同盟」の色彩を浮上させる矛盾を孕んでいた。

　冷戦後のヨーロッパにおいては、過酷なソ連支配の桎梏から脱出した旧東欧諸国が、その

経済的苦境を克服するために欧州共同体（European Community: EC）への加盟を標榜す

る一方、将来の大国ロシアの復活を恐れて「軍事同盟」としてのNATOへの加盟を期待し始

めていた。旧東欧地域に生じた力の空白が懸念されたものの、新たな姿を「政治同盟」の中

に探るNATOにとって、ロシアを刺激するこれら諸国の要求を受容することは難しいと思わ

れた。NATO、とりわけドイツから見れば、東側隣接地域の不安定化は望ましくなかったも

のの、彼らの加盟を認めればその国内不安をNATOの内部に持ち込む恐れもあったし、ま

た、これが新たな包囲網（あるいは封じ込め）との印象をロシアに与えれば、ロシア国内の

反動勢力に格好の攻撃材料を与え、却ってNATOとの円滑な関係を模索するエリツィン

（Bolis N. Yeltsin）大統領の立場を危うくすると考えられたからである。

　ところが、93年８月下旬、ポーランドを訪問したエリツィン大統領がワレサ（Lech

Walesa）大統領との会談において、ポーランド政府の期待するNATO加盟に「暗黙の了解」

を与えたことが報道されると、この外的条件に触発される形で拡大論議が一挙に政策課題へ

と高まったのである。そのため、10月にドイツのトラヴェミュンデで急遽開催されたNATO

国防相会議は、当面の課題を旧東側諸国との平和維持活動などの緩い軍事協力に留める枠組

50 NATOは冷戦期に４度の「戦略概念」を採択した。第１回目は北大西洋条約が発効したことを受け
て49年12月に採択した「北大西洋地域の防衛のための戦略概念（DC６/１）」であり、第２回目は、
朝鮮戦争の勃発やトルコ及びギリシアの新規加盟といった新たな戦略状況に対応することを目指して
52年12月に改訂された「北大西洋地域の防衛のための戦略概念（MC３/５）」である。さらに、57
年５月には、米国アイゼンハワー政権の選択する大量報復戦略に倣い、核依存を鮮明に示した
「NATO地域の防衛のための包括的戦略概念（MC14/２）」が採択された。ところが、60年代に入
り、核抑止力への過度の依存を理由に掲げ、大量報復戦略を厳しく批判する米国ケネディ（John F.
Kennedy）政権が誕生すると、MC14/２の改訂を迫られたNATOは、68年１月、「NATO地域の防衛
のための包括的戦略概念（MC14/３)」を採択し、爾後の戦略の根幹を形成することになる「柔軟反
応戦略」への移行を決定したのである。これら「戦略概念」文書は永く秘密扱いとされてきたが、今
日ではその何れもが公表されている。Gregory W. Pedlow (ed.), NATO Strategy Documents: 1949-
1969 (NATO, 1997) を参照。
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みとして案出されたＰfＰに据えるとともに、これへのロシアの参加をも積極的に期待する

ことで意思統一を図り、当面の拡大を見送ったのである51。

　こうしてNATO拡大を巡る論議は一応の収拾が図られたように思われた。だが、ロシアの

政情不安を目の当たりにして、旧東欧諸国の不安は鎮まらなかった。NATOが先に呈示した

NACCを介した政治・外交面の協力だけでは不充分であったし、同様にＰfＰの枠組みも彼

らの期待には合致しなかった。

　他方、これと時期を符合して、米国政府内部でのNATO拡大の動きが加速されてゆく。94

年１月にはチェコを訪問したクリントン（Bill Clinton）大統領が、NATO拡大を「いつ、如

何に実施するか（when and how)」の問題と発言し、この争点を巡る米国政府のトーンの変

化を伝えていた。そしてさらに、94年７月にポーランドを訪問した同大統領は、同国を

NATOへの新規加盟の第一候補であると表明するとともに、拡大に反対するロシアには拒否

する権限がないことを言明した。この時点において、英仏はなお拡大を急ぐ米国の姿勢に難

色を示したものの、11月には隣接地域の安定を優先するドイツのコール（Helmut Kohl）首

相が、公式に拡大を支持した。このようにNATO拡大論議は、米国政府の意向を強く反映し

ながら、拡大そのものの是非を問う初期段階を脱し、｢どの国をいつ加盟させるか（who and

when)」といった具体的な段階へと変質していったのである52。

　95年９月下旬、NATOは拡大への反対姿勢を崩さないロシアを半ば無視する形でNACC及

びＰfＰに参加する26か国に向け、自らの拡大方針を伝える文書を送付した。そして、この

文書には、軍事同盟としてのNATOの拡大ではなく、政治・経済分野に亘る広範な安全保障

の枠組みを欧州・大西洋地域（Euro-Atlantic Area）に構築する趣旨が記されるとともに、

NATO加盟に伴う権限と義務が銘記され、こうした条件を満たすべく、北大西洋条約第10条

に則して新規加盟を求める諸国の努力を促したのである53。

　その後、96年は米ロ双方が大統領選挙を控えていたためにNATOとロシアの溝を埋める顕

著な動きは示されず、また、翌97年３月に再選を果たしたクリントンとエリツィンが揃って

51   翌94年１月にNATOはＰfＰを公表したが、この文書には将来のNATO拡大に含みを残しながらも、
緊急かつ現実的な視点から、当面の具体的な目標をNATO自身が新たな活動領域として期待する平和
維持活動での協力に据える一方、これに参加する諸国の領土保全に危機的な状況が発生した場合に
は、NATOとしての軍事行動の可能性に含みを残しながら、状況に応じて個別に協議する旨、表明す
るに留め、課題の先送りを図ることが記されていた。
52   NATOの東方拡大が米国の国内政治の論理に支配される形で推移したことを論じたものとして、
金子讓「NATO拡大を巡る政治学」『新防衛論集』第24巻第3号（1996年12月）、83-98頁、及び、
金子讓「新生NATOの行方――東方への拡大からミッションの拡大へ」『防衛研究所紀要』第２巻第
１号（1999年６月）、52-71頁、を参照。
53   Fact Sheet on NATO Enlargement とともに、拡大の目的や原則を謳った第１章など合計６章で
構成されるStudy on NATO Enlargement issued by the Heads of State and Government Participat-
ing in the Meeting of the North Atlantic Council が送付された。
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臨んだ首脳会議においてもロシア側の理解を得ることはできなかった。この一連の過程の

中で、ロシアはNATOの拡大に対抗するために、独立国家共同体（Commonwealth of In-

dependent States: CIS）の結束の強化や中東地域との連帯の強化、さらには、バルト諸国

の加盟阻止を公言した。ロシアは西方からやって来る軍事的脅威に対し、新たな戦略対処

の必要を強く意識し始めたのである。だが、既に廻り始めた拡大の歯車をロシアに押し止

めることはできなかった。５月下旬、両者は協力協定を結び、常設合同理事会の設置に合

意した。拡大を危惧するロシアの懸念を軽減するためのこの措置は、政治的にはロシアが

拡大を黙認する意味が込められていた。こうして97年７月、新規加盟国を決定するNATO

首脳会議がマドリッドで開催された。早い段階からポーランドとチェコとハンガリーの加

盟を描いていた米国に対し、南欧や地中海地域の安全を重視するフランスは、これら諸国

に加え、ルーマニアの加盟を推していたし、イタリアは隣国スロベニアの追加を要求し

た。また、北欧からはバルト諸国の加盟可能性への言及を要請する声が挙がっていた。こ

のようにヨーロッパ側から対象国をさらに増やす提案が出された最大の理由は、彼らが将

来のロシアからの軍事的な反発や自らのコミットメントの増大を懸念し、東方への拡大を

今回限りの措置にしようと望んだからである。そのため、この首脳会議の開催に先立っ

て、米国が加盟対象を上記３カ国に絞る旨、公言すると、他の同盟諸国は不快の念を隠さ

なかったのである。だが、会議はオープン・ドア政策（申請を行い、条件を満たした国か

ら順に加盟を承認する方針）を掲げ、拡大を継続的なプロセスと位置づけるとともに、第

一次拡大の対象をポーランドとチェコとハンガリーに限定することを主張する米国案に最

終的に同意した。その結果、NATO創設50周年を目前に控えた99年３月には19カ国で構成

される新たなNATOが誕生したのである。

　この間、冷戦期に培われた強固な「軍事同盟」のイメージの払拭に努めるNATOは、95年12

月にはロシアとの新たな関係を規定する「協調的安全保障」に初めて触れた。けれども、一方

の安全の確保が他方の安全を損なわない安全保障体制を目指すこのNATOの言明をロシアが受

け入れたわけではなく、むしろ、第一次拡大において積み残されたこの問題は、爾後の拡大の

過程で一挙に表面化する危険があった。そして、その焦点は、ロシアが最も危惧するバルト諸

国の加盟にあった。

　バルト諸国については、仮りにロシアと国境を交えないリトアニアが加盟を達成した場

合でも、ロシア本土と陸上での接点を失うカリーニングラード州が、嘗ての西ベルリンと

同様の難題を今度はロシアに突きつけることになった。その場合にはさらに、ベラルーシ

からポーランドを経由する回廊の設置が問題となる筈であった。また、エストニアとラト

ビアの加盟は、この両国にNATOの軍隊が常駐しないにせよ、NATOの防衛線がロシアの

それと直接接する状況を生むことになった。その意味で、98年１月に米国がバルト諸国と
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の間に結んだ憲章は微妙な内容を含んでいた54。この憲章に盛られた「米国はリトアニ

ア、ラトビア、エストニアのNATO加盟への熱意を歓迎し、その努力を支援する」といっ

た文言からは、NATOでの審議に先立って、クリントン政府がこれら諸国の早期加盟に言質

を与えたように読み取れたからである55。

　次に、拡大NATOの誕生を承認する米国の議会手続きの過程で浮上した問題にも触れねば

ならない。米国では上院の批准審議開始に先立つ98年２月下旬、上院外交委員会に臨んだオ

ルブライト（Madeleine K. Albright）国務長官がNATO拡大の意義を次のように説明した56。

すなわち、第一に、戦争の生起しないヨーロッパの枠組みを拡大することが米国にも安全を

提供すること、第二に、拡大によって、新規加盟国が直面する問題を自ら解決するインセン

ティブを与えること、そして第三に、新規加盟国が20万人の新たな兵員を提供するだけでな

く、NATOに戦略縦深を付加することによって、NATO自体の強靱性と凝集力を育むこと、

を掲げたのである。けれども、新たな兵員の増加や戦略縦深への言及はNATOの軍事的色彩

を浮かび上がらせるものであったし、さらに、この証言の中で同長官が触れた「NATOは軍

事同盟であって、社交クラブではない」といった言辞からは、ロシアに配慮して自ら覆い隠

そうとしてきた「軍事同盟」の性格が却って強調されることになったのである。

　そして、同じ問題は98年３月半ばに開始された上院の批准審議でも表面化した。上院では審

議開始以前から、議員の大勢が人倫に合致した市場民主主義の敷延を主たる理由に掲げて拡大

に賛意を表明しており、軍事・安全保障上の核心に触れる論議が捨象されていた。そのため、

この審議は４月末に80対19の圧倒的多数の賛成を得て可決されたものの、その付帯条件の中に

は、NATOが軍事同盟であること、米国が強力なリーダーシップを発揮し死活的利益を守るこ

と、そしてさらには、この主導的役割を維持するためには米国の戦闘部隊や核戦力の欧州配

備が不可欠なこと、といった従前と変わらないNATOの姿が求められていたのである57。

　2001年１月、米国では民主党のクリントン政権に代わり、共和党のブッシュ（George W.

Bush）政権が誕生した。クリントン政権が積み残したNATOの第二次拡大の行方が注目さ

54  この文書の正式名称は、A Charter of Partnership among the United States of America and the
Republic of Estonia, Republic of Latvia, and Republic of Lithuania である。
55  クリントン政府のNATO拡大政策を陰で支えたブレジンスキー元大統領補佐官は、Zbigniew
Brzezinski, “NATO: The Dilemmas of Expansion,” National Interest, No. 53 (Fall 1998), pp. 13-17 に
おいて、リトアニアのみを当面の拡大対象に据えるとともに、新たな現実を理解するための時間的余
裕をロシアに与えるために、拡大日程を遅らせるよう主張した。
56  以下に記すオルブライト国務長官の発言については、U.S. Congress, Senate, Committee on For-
eign Relations, Administration Views on the Protocols to the North Atlantic Treaty on Accession of Poland,
Hungary, and the Czech Republic: Hearing before the Committee on Foreign Relations, 105th. Cong. 2nd.
Sess., February 24, 1998, pp. 7-13 を参照。
57  U.S. Congress, Senate, Protocol to the North Atlantic Treaty of 1949 on the Accession of Poland,
Hungary, and the Czech Republic, 105th. Cong., 2nd Sess., Executive Session, Congressional Record,
Vol. 144 (30 April 1998): S3756-S3782 を参照。
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れる中で、６月に就任後初のNATO首脳会議に臨んだブッシュ米国大統領は、第二次拡大を

巡り、過去の歴史や地勢的観点を理由に排除される国があってはならず、また、間接的表現

ながらもロシアに拡大を拒否する権限がない点を強調した58。これに対し、９月11日に米国

で発生した同時多発テロ事件に接し、中央アジア諸国の基地使用を認め、アフガニスタンで

の軍事情報支援を行ったばかりでなく、軍を警戒態勢に置かないことで最大の対米協力姿勢

を示したロシアのプーチン大統領は、安全保障の焦点がテロ対処へと移行した新たな時代に

あってはNATO拡大に意味がないことを力説した。

　けれども、ロシアには米国の翻意を促すことができなかった。11月半ばに行われた米ロ首脳

会談の共同声明の中で、新たなメカニズムの創設を通じ、NATOとロシアの関係を強化する方

針が謳われたことがこれを裏書きしていた59。その二日後、英国のブレア（Tony Blair）首相

が、NATOとロシアの関係を強化するために、また、安全保障上の緊急事態が発生した場合に

ロシアを協議の枠組みから疎外しないことを目的に、ロシア・北大西洋理事会（Russia-North

Atlantic Council）を創設する意向を記した書簡をプーチン・ロシア大統領、NATO加盟各国政

府、および、NATO事務総長に宛てて送付したことが伝えられた60。NATOは既定の拡大路線

を踏襲する代償として、国際テロや危機管理や軍備管理など相互の協力を不可欠とする特定の

案件の審議に際し、その最高意思決定機関である北大西洋理事会に併設されるこの新理事会

に、議決権を付与されたロシアを招聘する構想を呈示したのである。そして、同月下旬に訪ロ

したロバートソン（Lord Robertson）NATO事務総長とプーチン大統領の会談が行われると、

12月には2002年５月を目処に新たな理事会を発足させることが合意されたのである61。

　こうしてNATO加盟諸国の首脳とプーチン大統領がローマに会した５月28日、双方は5月

半ばのレイキャビク合意に基づき、NATO・ロシア理事会（NATO-Russia Council）と正

式に命名された新たな共同意思決定機関の創設に合意した62。これによってNATOとロシア

は、97年５月に結んだ協力協定に基づいて発足した常設合同理事会（PJC）を解消するとと

もに、NATO加盟19カ国に「対等のパートナー」としての地位を付与されたロシアを交えた

20カ国が、利害を共有する特定の安全保障分野に係わる案件63を、北大西洋理事会に倣い、

58   US President George W. Bush, Excerpted Remarks at the North Atlantic Council, NATO HQ, Brussels, 13
June 2001 を参照。
59   Joint Statement by President George W. Bush and President Vladimir V. Putin on a New
Relationship between the United States and Russia, November 14, 2001 を参照。
60   “Blair plans wider role for Russia with Nato,” The Times, November 17, 2001 を参照。
61   NATO-Russia Joint Statement issued on the Occasion of the Meeting of the Permanent Joint
Council at the Level of Foreign Ministers in Brussels on 7 December 2001 を参照。
62   NATO-Russia Relations: A New Quality, Declaration by Heads of State and Government of NATO
Member States and the Russian Federation. この文書は「ローマ宣言」と呼ばれることになった。
63 この理事会を舞台にNATOとロシアが進める協力の具体的対象として、テロ対策、危機管理、大量
破壊兵器の不拡散、軍備管理及び信頼醸成措置、戦域ミサイル防衛、海難救難活動、軍の相互協力と
組織改革、民間緊急事態への対処、新たな型の危機への対処、の９項目が掲げられた。
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NATO事務総長による議事運営の下で審議し、「コンセンサス方式」に則り意思決定を図

る、新たな協議の枠組みを築くことに同意したのである。

　けれども、問題の核心は、このような広範な領域に亘るNATOとロシアの協力が謳われ、

恰もロシアがNATOへの加盟を果たしたかのような印象を与えたことにではなく、協力の枠

組みから巧みに外された対象、端的には、NATOが「同盟」の根幹部分として重視する戦略

概念の形成や共同防衛態勢の構築を巡る審議に、ロシアが関与できない点にあった。

　11月21日、プラハで開催されたNATO首脳会談は、懸案のバルト諸国に加え、ルーマニ

ア、ブルガリア、スロバキア、スロベニアの新規加盟に合意した。第一次拡大と同様、米国

政府の意向を強く反映したこの決定に、ロシアが介在する余地はなかった。

　だが同時に、プラハ・サミットは、テロや大量破壊兵器の拡散など域外問題に対処するた

めに、緊急対応部隊（NATO Response Force: NRF）の創設に合意するとともに、司令部

機能の改革の一環として、領域防衛を含むものの危機管理作戦の統括を主任務とする戦略司

令部と、相互運用など機能面での強化の任を負うもうひとつの戦略司令部を新設すること

にも合意した。これに加え、加盟各国毎の戦力強化目標を定めたプラハ防衛能力強化方針

（Prague Capabilities Commitment: PCC）も同意され、こうしてNATOは危機管理型の態勢強

化を目指し、本格的な軍の改編に着手したのである64。

　そして、こうしたNATOの軍事態勢の転換は、その拡大を軍事同盟の伸長として危惧して

きたロシアの不信の払拭にも大いに貢献する筈であった。何故なら、NATO諸国の財政事情

から推して、危機管理型の軍への転換が必然的にその領域防衛戦力の削減に繋がるからであ

り、また、これによってCFE条約が規定する領域防衛戦力のさらなる削減が期待されるこ

とになったからである。

　しかしながら、ロシアから見れば、プーチン大統領自身がNATOの東方拡大に反対する姿

勢を崩さないように、バルト諸国の加盟に端的に示されるNATOの防衛線の前進といったイ

メージを拭い去ることは容易でなかった。NATOの拡大に反発する軍部や議会保守派は、事

態を座視した政府の姿勢に納得しなかった。第一次拡大の過程におけるNATOがそうであっ

たように、とりわけ、受け身の立場に立たされたロシア人の心の中から冷戦時代の対立のマ

インドを取り除くことは簡単ではなかったのである65。

　このように、将来の政治情勢如何ではNATOとロシアの対立が再現する危険も残されてい

64   NATO Press Release, Prague Summit Declaration issued by Heads of State and Government Participat-
ing in the Meeting of the North Atlantic Council in Prague on 21 November 2002, Press Release (2002)127,
21 November 2002 を参照。
65    第一次拡大の過程では、NATOがなお冷戦のロジックに固執していたと述懐する、Stephen Hadley,
US Deputy National Security Adviser, “Challenge and Change for NATO: A U.S. Perspective,”
NATO/GMFUS Conference, Brussels, 3 October 2002 を参照。
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るが、仮りにこうした事態に立ち至らないまでも、当面、ロシアが西方への警戒を怠ること

はないだろう。その結果、ロシアは国内民族問題に波及する南方のイスラム教諸国との関係

の改善やインドとの関係の維持に加え、二正面作戦を回避する上での最大の懸案である東方で

の軍事的安定、端的には、中国との関係改善に務めることが予想されることになったのである。

（２）中ロ軍事デタントの進展

　85年３月のソ連のゴルバチョフ政権の登場により、中ソ関係は本格的な改善を迎えるこ

とになった。ゴルバチョフが推進した「新思考」外交は、軍事力の役割を低下させ、戦争を

防止し、これによって安定を確保することを主要な目標に掲げていた。過度の軍事負担を軽

減し、ソ連経済の再生を果たすことが喫緊の課題となっていたのである。こうしてゴルバ

チョフは、ヨーロッパにおける東西の軍事対立の解消を目指し、米国との、また、NATOと

の軍縮交渉を進展させるとともに、極東においては、中ソ国境の軍事的緊張を緩和して中ソ

関係を改善し、70年代に形成された極東における対ソ封じ込めの輪から中国を引き抜くこ

とを目指したのである66。86年７月のウラジオストク演説でゴルバチョフは、中国が要求す

る関係改善のための「三つの条件」のうち、二つを解決する意志を表明した。端的にはモン

ゴルからの駐留ソ連軍の部分的撤退を果たすとともに、アフガニスタンに関しても86年末

までに６個師団を撤退させる、と述べたのである。さらに、地域安全保障問題については、

「合理的十分性」のレベルまで兵力を削減することを提案した67。実際、ゴルバチョフは、

87年にモンゴルからの兵力の撤退を開始し、これはソ連崩壊後の92年に完了した。さらに

88年にはアフガニスタンからのソ連軍の撤退を開始し、翌89年には撤退が完了した。

　これに対し、中国にとってもソ連とのデタントは歓迎すべきことであった。70年代以降の中ソ

国境におけるソ連の軍事力増強は、中国にとっては大きな脅威であり、常に北からの脅威に備え

なければならなかったからである。中国にとっては、もし中ソ国境の兵力削減が進み、北方での

軍事的圧力から解放されるのであれば、安全保障面で生じた余力を経済改革に振り向けることが

可能であった。また、89年６月の天安門事件を契機に、西側からの強い批判に晒され、孤立感を

深める中国にとって、ソ連との関係改善はこうした状況から脱却する上でも重要であった68。

　まず、中ソ両国が取り組んだのは、69年のウスリー河畔での軍事衝突の主要な原因となっ

66  長谷川、前掲論文、117-122頁。
67   M. S. Gorbachev, Izbrannye rechi i stat’I, Vol.4, (Moscow: Politizdat, 1987), pp. 29-30.
例えば、ゴルバチョフは、88年12月の国連総会において、ソ連の兵力を50万人削減（そのうち20万
人はアジア地域で削減）するという一方的軍縮提案を行っている。
68   Rajan Menon, “The Strategic Convergence between Russia and China,” Survival, Vol.39, No. 2,
Summer 1997, pp. 101-102.
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た国境問題の解決であった。中ソの国境は大部分が河川で接している東部国境と陸続きで接

している西部国境からなっているが、91年５月、江沢民が訪ソした際に、両国はまず「中華

人民共和国とソビエト社会主義共和国連邦の中ソ国境東側部分に関する協定」に調印した。

その後、91年12月にソ連邦が崩壊し、交渉相手がロシアに変わった後も中ロの国境交渉は継

続し、先に調印した東部国境について中ロ両国議会は92年２月にこれを批准した。また、西

部国境については94年９月、江沢民が訪ロした折に、｢中国・ロシア両国の中ロ西部国境に関

する協定」に調印し、双方の議会の批准（中国が94年12月、ロシアが95年６月）を経て、95

年10月に発効した。さらに、97年11月、エリツィンが訪中した際、黒瞎子島（大ウスリー島)、

因島（タラバロフ島)、阿巴該図洲渚（ボリショイ島）の帰属問題を引き続き棚上げにしたま

ま、東部国境（約4,280キロメートル）を画定することに合意した。そして99年４月、中ロ両

国は西部国境（約55キロメートル）を含む東西国境の画定終了を宣言した。これによって、

帰属問題が未解決の東部国境の３島を残して、中ロ国境問題はほぼ解決したのである。

　このような国境問題解決のプロセスは、中国と国境を共有する４カ国と中国との多国間の

信頼醸成措置の枠組みをつくり出した。96年４月、エリツィンが訪中した際に、ロシア、カ

ザフスタン、キルギス及びタジキスタンの旧ソ連４カ国と中国は、｢国境地域での軍事領域

の信頼強化に関する協定（Agreement to Strengthen Confidence in the Military Field in the Bor-

der Area)」に調印した。この協定は、双方ともに国境地域の軍事力を侵略行為に用いないこ

と、双方ともに相手方に対する軍事活動を行わないこと、軍事演習の規模、範囲、回数を制

限すること、国境100キロメートルの縦深地域での主要な軍事演習について相互に通告する

こと、相互に演習を視察すること、危険な軍事活動を行わないこと、双方の国境地域に展開

する部隊間の友好交流等を強化すること、などの内容を含み69、中国と旧ソ連４カ国との国

境地域の平和と安定の促進を目指すものであった。これを機に、これら５カ国の元首による

会議（上海ファイブ）が機能するようになった。翌97年４月、江沢民が訪ロした際にこれら

５ヵ国は、｢国境地域における相互兵力削減に関する協定（Agreement on Mutual Reduction of

Military Forces in the Border Area)」に調印した。この協定によって、締約諸国は、国境地域

（100キロメートルの縦深、7,300キロメートルの国境線）において、戦車の保有上限（ロシ

ア及び他の旧ソ連３カ国で3,900輌、ロシアだけでは3,810輌、中国3,900輌）を定めると

ともに、装甲戦闘車輌の上限（相互に4,500輌）や、兵員の上限（130,400人）についても

合意した70。そして今日もなお積み残した問題の解決や協定の精緻化の努力が続けられて

69  Krasnaya Zvezda, 25 April, 27 April, 1996, Robert Karniol, “China to host border talks,” Jane’s
Defense Weekly, 17 April, 1996, p. 32 and “China concludes border pact,” Jane’s Defense Weekly, 15
January, 1997, p. 12.
70 Nezavisimaya Gazeta, 25 April, 1997, Rossiiskaya Gazeta, 25 April, 1997及びKrasnaya Zvezda, 25
April, 1997.
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いる71が、こうした兵力引き離し措置の成果が、中国と旧ソ連の国境地域情勢の安定に大き

く寄与していることは明らかである。

　ソ連時代の末期からソ連の崩壊を経てロシアに継承された両国の関係の進展は、「戦略的

パートナーシップ」と表現される中ロの協調関係を現出させた。中ロ戦略的パートナーシッ

プは、信頼や善意によって支えられているというよりは、計算された国益と、冷戦後の唯一

の超大国となった米国との交渉カードを得たいという双方の戦略判断に支えられている72。

中国とロシアは、国際関係における米国一極構造に対して多極化世界の構築を目指す点では

利益が一致している。冷戦後の米国に軍事力で比肩できる国はなく、中ロともこの点は認め

ているものの、ヨーロッパと極東における米国の動向が、中ロの反発を招いたのである。

ヨーロッパにおけるNATOの東方拡大と極東における日米防衛協力の強化を連動するものと

中ロは見なし始めていた73。つまり、ユーラシアの西でも東でも米国を中心とする軍事同盟

が強化されているという認識が拡がったのである74。この時期NATOの東方拡大は、ロシア

にとって深刻な軍事的脅威になりつつあった。特に第二次拡大でバルト諸国の加盟問題が浮

上した場合、プーチン大統領はともかく軍部が強硬な対抗策に傾斜する可能性があった。

NATOとロシアが防衛ラインを接することになるとともに、NATO加盟国の中に飛び地とし

て残されることになるカリーニングラード州へ通じるロシアからの陸路が確保されるのかど

うかという難しい問題が生じるからであった。NATOの拡大によってヨーロッパにおける戦

略空間の縮小を余儀なくされたロシアが、西からのこうした圧力を緩和するために東での軍

事的安定を模索することは自然な動きであった75。また、極東においては、米国の進めるミ

サイル防衛計画が、台湾をもその防衛網の中に含む可能性があるため、中国は、この問題に

対し中ロが一致して反対することを期待していた。中ロとも、単独では米国に対抗できない

ため、中央アジア諸国をも巻き込んで米国の覇権に対抗し、多極化世界の構築を目指そうと

したといえるのである。2001年６月、上海ファイブは、新たにウズベキスタンを加え、上海

協力機構の設立に合意したが、その背景には、米国の関与しない多国間の協力メカニズムを

71  国境兵力削減協定の積み残した問題としては、例えば、国境地域の縦深100キロの拡大の問題な
どが考えられる。
72  ラヤン・メノンは、中ロ関係を戦略的収斂（strategic convergence）の関係と表現している。
Menon, “The Strategic Convergence between Russia and China,” p. 101.
73   Andrew C. Kuchins and Alexei V. Zagorsky, When Realism and Liberalism Coincide: Russian Views of U.S.
Alliances in Asia, (The Asia/Pacific Research Center, July 1999)
(from http://www.stanford.edu/group/APARC).
74「冷戦後の大国関係について」『北京週報』（1999. No. 9～10号）p. ９.
75「今後10年の世界情勢の発展方向および中国の対策」『北京週報』（2000. No. 29号）p. 14、｢今年
上半期の国際情勢の特徴」『北京週報』（1999. No. 34 号）p. 10及びViktor Gobarev, “Kosovo After-
math: Russia-NATO Relations after the Kosovo Crisis: Strategic Implications,” The Journal of Slavic
Military Studies, Vol. 12, No. 3, September 1999, p. 14.　
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ユーラシアの中心部につくり上げ、米国に対抗するための極の一つを構築するという中ロの

戦略的思考があると見ることができた。上海協力機構の協議メカニズムとしては、首脳会議

のほか、首相会議、外相会議及び国防相会議も定期的に開かれることになっていた。そのた

め６カ国国防相会談の共同コミュニケでは、軍事面での連携強化を図ることが謳われたので

ある。同時に、米国を牽制するような以下の点にも言及していた。第一は、ABM条約を世界

の戦略的安定の礎石と位置付け、それを堅持する姿勢を示したことであり、第二は、台湾を

巡る戦域ミサイル防衛（Theater Missile Defense: TMD）計画に反対する姿勢を示したことで

あるが、これらは中国の主張を強く反映したものであった76。

　2001年７月、中ロ首脳はモスクワにおいて、中ロ善隣友好協力条約に調印した77。この中

ロの新条約は、50年に締結され80年に失効した中ソ友好同盟相互援助条約にあったような

同盟関係を規定する条項は含まないものの、両国の新たな協調体制を模索するものと見るこ

とができた。新条約の調印に際し、江沢民は、中ロの戦略的協力をさらに強化し、多極化世

界の構築に協調して取り組むことの重要性を強調した。新条約の第12条では、中ロ両国が、

グローバルな戦略バランス及び安定の維持に向けて共同で努力し、戦略的安定の維持を保障

する基本合意を遵守することが規定され、両国が協調して対米関係に当たることを引き続き

目指そうとした。また、この新条約は軍の近代化に邁進する中国にとって歓迎すべき内容を

含んでいた。すなわち、第７条において、軍事技術協力の強化が規定されるとともに、第16

条では、科学技術、エネルギー、原子力、航空宇宙及び情報技術といった広範な分野におけ

る協力の必要性が規定されていたからである。このように同条約はロシアが中国軍の近代化

を加速させる可能性を含んでいたのである78。

　ところで、中ロは既に新条約調印以前から軍事面での交流を深めてきた。その結果、Su-27及

びSu-30戦闘機やソブレメンヌィ級駆逐艦などの先端兵器がロシアから中国に輸出され、ま

た、多岐に亘る軍事技術の移転が始まっていた。中国はあらゆる機会を使って米国のミサイル

76  中央アジア諸国との関係では、ロシアは、上海協力機構以外にもCIS集団安全保障条約及びユーラ
シア経済共同体という複数の協力枠組みをもっているが、中国は上海協力機構以外の枠組みは有して
いない。こうした状況から、上海協力機構を米国の覇権に対抗するための一つの極として利用すると
いう意識は、ロシアより中国の方が強いという見方もできる。ロシアが、上海協力機構の創設により
中央アジア諸国との協力強化を図る背景には、2000年７月、ロバートソンNATO事務総長が中央アジ
ア諸国を歴訪し、NATOと中央アジア諸国の協力について協議したのを受けて、NATOの中央アジア
への浸透を警戒し、中央アジア諸国との結束の強化を図ろうとする意図があると考えられる。
77  新条約のテキストは、ロシア大統領府のホームページで公開されている。
http://president.kremlin.ru/events/260.html 参照。
78  但し、条約第８条において「締約国はいかなる同盟やブロックにも参画してはならず、また、そ
の行動に加担してはならない」と規定されていることからも窺われるように、中国側から見れば、ロ
シアがNATOへの加盟や米国との協力を介して中国の国益を損わないことを、他方、ロシアからは嘗
ての米中接近に窺われるように、中国が米国との関係を強化する過程でロシアの国益を損わないこと
を、相互に担保する意図が潜んでいた。
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防衛に強く反対する一方、ロシアから対空ミサイルシステムを導入し、防空能力の向上を図っ

ていた。これに加え、ロシアは中国に対して作戦指揮システムなどの面で協力を進めていると

見られ、これによっても中ロ両国の軍事面の結びつきが強化されていることが窺われたのである

79。

　他方、ロシアにとって、中ロ協調関係の進展により中ロ国境地域での信頼醸成措置が強化さ

れ、この地域での軍事力を削減できる環境が整ったことは、財政面からも軍の縮小を余儀なく

されている状況の下では極めて重要であった。NATOの東方拡大やイスラム過激主義の拡大と

いう西方と南方からの差し迫った脅威に効果的に対処するために、軍事態勢の再編を迫られる

ロシアにとって、中ロ国境の軍事的安定の確保は至上命題だったのである80。また、対中兵器

輸出は、ロシアにとっては、手っ取り早い外貨獲得の手段としてばかりでなく、軍事面での

対ロ依存を高めさせながら、中国を自国の兵器体系の中に組み込むことによって、その能力

評定を容易にさせるという利点もあった。さらには、中国の目を海軍力の拡充の方向に向け

させることによって、ロシアに対する中国の脅威を低下させる思惑もあったに違いない。

　結　語

　ユーラシアを巡る欧・ロ・中の戦略連鎖の変化が今後の日本の安全保障に如何なる影響を

齎し、また、日本はこれに如何に対処してゆく必要があるのだろうか。最後に、抑止（及び

防衛）とリアシュアランスを媒介に、この問題を検討してみよう。

　東アジア地域の安全保障環境に大きな影響を齎す要因としてまず着目すべきは中ロ関係の行

方である。97年４月に５カ国が結んだ兵力引き離し協定は、嘗てヨーロッパで進められたMBFR

交渉からも窺われるように、その設定地域の狭さから、それ自体が中ロ双方にとって大きな軍

事的意味を持つとは言い難い。だが、新たな軍事衝突の危険を制度的に防止するための第一歩

を記したこの合意が、爾後の本格的な軍事デタントに繋がることは充分に予想されることであ

る。加えて、2001年７月の中ロ善隣友好協力条約が、当面、新たな軍事同盟へと発展するとは

考えられないものの、2002年12月の中ロ首脳会談に見られたように、この両国が関係の改善を

通じ、多極化世界の創造に向けた一枚岩を演出しながら米国への対抗姿勢を継続することに

なれば、日米と中ロの間には新たな「線引き」のイメージが拡がってゆくのかも知れない。

　勿論、合理的な判断を前提とする限り、米国主導の下で東方への拡大を図るNATOへの備

79   Ariel Cohen, The Russia-China Friendship and Cooperation Treaty: A Strategic Shift in Eurasia? (The
Heritage Foundation Backgrounder, No.1459), July 18, 2001, pp. 4-6.
80  Vladimir Mukhin, “Military prepares to make cutbacks abroad: The move signals a policy better
tailored to meet the country’s needs,” The Russia Journal, August 31-September 6, 2001.
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えと国内経済の再生を迫られるロシアが、遠隔の東アジア地域で日米と軍事的に事を構えるこ

とは有り得ず、むしろ、リアシュアランスの発想に基づく軍事的透明性の向上を目的とする地

域協力枠組みの創設や、過去の事例に倣う形で地域集団安全保障を提起する公算が高い81。同様

に、世界貿易機関（World Trade Organization: WTO）への加盟を果たすとともに、2008年の

北京オリンピックの招致に成功した中国も、論理的な矛盾を内包する社会主義市場経済の発展

を優先する限り、また、その限定的な軍事能力から推して、強硬な東アジア政策は採りえない。

　だが、こうした日米と中ロの間に生ずる心理的な溝の拡がりに、中国が国内問題と位置づ

ける台湾問題や厳しい対立の続く朝鮮半島情勢といった周辺部の争点が加わると状況は変化

する。中ロのリアシュアランスの進展は、ロシア製兵器システムの対中移転の強化に繋がろ

うとしている。ロシアにとって、対中武器輸出は経済再生のための手っ取り早い外貨獲得の

手段として、さらには、中国の兵器システムのロシア化を推進することで、将来の中国の軍

事行動を予測可能な範囲に留め置くといった考え方もできるだろう。他方、中国としては遅

れたシステムを迅速に近代化する手段として、あるいは、米国が台湾に行う武器支援への対

抗策としての意味を持っている。そして、これが中国と台湾の軍拡を固定化することになれ

ば、この問題への関与の態度を明示する米国を交え、地域の緊張を増幅させることだろう。

さらに、長期的視点に立てば、戦略面でも財政面でも北方の安全と安心を確保した中国は、

外洋海軍の建設にその力を傾注してゆくことだろう。また、2000年２月の朝ロ善隣友好協

力条約の調印を契機とするロシアからの武器移転は、北朝鮮の軍事的冒険を阻止するロシア

の圧力として機能するよりも、むしろ南北の緊張を煽ることになるだろう。このような状況

の下で、韓国の金大中政権が進めてきた太陽政策と対照的に、相互主義的アプローチを打ち

出した米国ブッシュ政権に反発する北朝鮮が、経済・軍事支援を求めて中ロへの接近を強め

ることになれば、また、核支援はともかく、中ロがこれを受け入れるのであれば、日米と中

ロの対立のイメージはさらに拡がってゆくのかも知れない。その結果、日本は間接的にせよ

中台紛争への関与を迫られる場面に遭遇するかも知れないし、北朝鮮が進めるWMD問題を

解決する手掛かりを失うかも知れない。いずれにせよ、日本にとって、中ロの緊張緩和それ

自体は歓迎すべきものの、これが副次的に助長する東アジアの不安定化に目を瞑るわけには

いかないのである。

　これに加え、もうひとつの不可測要因が米中関係の行方であるが、焦点は米国の動向であ

る。対中戦略的パートナーシップを掲げたクリントン政権に代わって登場したブッシュ政権

81  事実、2002年２月半ばに中谷元・防衛庁長官がアジア地域における多国間安全保障枠組みの創設
を提唱すると、ロシアは即座に、この構想が真剣な検討に値するものとして賛意を表明した。このロ
シアの反応については、Ministry of Foreign Affairs of the Russian Federation, In Relation to the
Statement by Japan Defense Agency Chief Gen Nakatani Regarding the Creation in Asia of a
Security Structure (268-15-02-2002), February 15, 2002 を参照。
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は、中国を戦略的競争者と位置づけその動向を牽制してきた。他方、米国による一極支配を

懸念する中国は、米国がABM条約を破棄して推進するミサイル防衛計画に反発している。

同時に、中国は同時多発テロを契機にロシアが米国へ接近することも危惧していた。2001

年７月の中ロモスクワ共同声明82が中国側のこうした事情を裏書きしていた。だが、中国に

とってはこれらの問題に独力で対処する選択肢を持ちあわせていないことが決定的である。

そして、この新たな戦略環境の下で、冷戦の時代、ソ連の力を削ぐことを目指し、「敵の敵

は味方」といった戦略判断から対中接近を図った米国が、嘗てのローマ帝国にも準えられる

ような唯一の超大国として立ち現れた冷戦後の今日、今度は「分割統治」を目指して中国へ

の接近を図ることは充分に起こり得ることである。勿論、このような展開には米中の戦略判

断の一致が前提となるが、米ロ関係の進展がそのメルクマールとなるだろう。

　このように日本を取り巻く戦略環境は不可測要因がなお多く残されており、起こり得る変

化が日本の安全に如何なる影響を及ぼすのか即断することは難しい。しかしながら、こうし

た状況に手を拱くことは日本にとって望ましくないばかりか、危険ですらある。第一は、冷

戦後の新秩序理念に掲げられる市場民主主義に沿って、ヨーロッパがEUを介してその経済

力と国際的地位を回復するための統合の機会を得たのに対し、日本が経済大国としての地位

を維持し、発展を期すのであれば、ヨーロッパと同様に、軍事的緊張を固定化することなく

地域の軍事的安定を促進しながら、効率的な防衛態勢を整えてゆくことの重要性が容易に指

摘できるからである。第二は、米国との安全保障協力に多くを負う日本にとって、長期的な

安定と安全を図るためには、既存の米国との良好な関係を保つと同時に、中ロの動向や米中

関係の推移、さらには、米国の戦略転換や軍事プレゼンスの変更といった、この地域を巡る

将来の不可測な撹乱要因が齎す影響を極小化するための方策が不可欠だからである。抑止

（そして防衛）の確保と同時にリアシュアランスを射程に収める重層的な安全保障構造を築

くことの重要性が、このように指摘できるのであるが、また、こうして徐々に培われる価値

や安全保障観の共有が、地域の協力関係の強化にも繋がってゆくのである。

　そこで次の課題は、リアシュアランスを達成するための地域安全保障協力枠組みの設定で

ある。OSCE（またその前身であるCSCE）が「ヨーロッパ」を体現しているように、ま

た、それ故に、国連平和維持活動を超えた旧ユーゴ紛争への軍事介入に際し、その中心的役

割を担ったNATOが、国連の「権威」とともにCSCEの「責任」といった軍事行動を正当化

するための「お墨付き」を必要としたように83、日本が「アジア・太平洋」をその理念枠と

82   モスクワ共同声明のテキストは、http://www.fmprc.gov.cn/eng/15723.htmlから入手することができる。
83   旧ユーゴ紛争を軍事的に解決するために、国連やCSCEから「授権」されたNATOは、北大西洋
条約第５条に規定される領域防衛ミッションとは異なる軍事活動を行った。既存の「軍事同盟」から
の脱却を図るNATOは、国連憲章第51条に規定される集団的自衛権ではなく、国連憲章に規定する集
団安全保障に則った強制行動に類似する活動を行ったのである。
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して掲げるのであれば、第一にこれが他の諸国にとっても正統性を備えたものとしてゆかね

ばならない。つまり、各国が合意と納得に基き加入した段階で、その趣旨や規範に抵触する

（軍事）行動を採りえないような枠を創設することが優先されなければならないのである。

その意味では、新たな協力枠組みを立ち上げるよりも、ASEAN諸国の主導といった限界はあ

るものの、2000年７月の閣僚理事会を契機に北朝鮮をも正規メンバーに加えたASEAN地域

フォーラム（ASEAN Regional Forum: ARF）にこれを求めることが現実的である。勿論、こ

の場合、ARFは軍事デタントを遂行するための協議枠組みを強化してゆく必要がある。

　ところで、アジア・太平洋諸国が抱く「脅威」の多様性に着目すれば、個々の安全保障上

の案件を具体的に解決するにはARFは大きすぎるために適当でなく、サブ・リージョナル

な枠組みやイッシュー・オリエンティド（争点毎）な枠組みが必要となるだろう。しかしな

がら、その場合も、ヨーロッパの東西同盟に加盟する23カ国が参加したCFE交渉の成果が、

非同盟・中立諸国を含む35カ国で構成するCSCEの枠組みの中で検討に付されたように、全

体枠との強固な繋がりが確保されねばならない。何故なら、この措置によって、サブ・リー

ジョナルな枠組みで達成された軍備管理や軍縮の成果が、他のARF諸国の安全を損なう内

容を含まないことを保障することになるからである。

　さて、こうした観点から日本の安全保障問題を捉える場合には二つの側面を考慮しなけれ

ばならない。第一は、日本が必要とする軍備管理・軍縮の具体的課題であり、第二は、この

問題を解くための枠組みの設定である。

　軍備管理・軍縮の具体化に際しては二つの争点が浮上する。ひとつは専守防衛の遵守に

よって日本が保持することのない着・上陸侵攻能力とWMDの制限や禁止である。とりわけ

ミサイル技術の獲得・移転・拡散が懸念される今日、日本としては積極的防御（端的には弾

道ミサイル防衛）の検討と併行して、費用対効果の面からは軍縮を促進することが得策であ

るが、その当面の課題が北朝鮮の保有する（核）ミサイル問題にあることは言を俟たない。

また、これには弾道ミサイルのみならず、巡航ミサイルも検討の課題に含まれるだろう。そ

して、この問題の解決枠組みとして既に米朝協議84や朝鮮半島エネルギー開発機構（Korean

Peninsula Energy Development Organization: KEDO）を通じた説得の試みが存在するこ

とを承知した上で、また、昨今、北朝鮮が94年の米朝枠組み合意で約束した筈の核施設の凍

結を一方的に解除する挙に出たことを承知した上で、ここでは長期的視点から見たARFの

可能性について言及してみよう。この場合のプロセスは以下のようになる。協議の枠組みと

して、北朝鮮のミサイルに対する軍事的懸念を直截的に共有する諸国や、北朝鮮に影響力を

84  2001年６月、中断した米朝協議の再開を目指すブッシュ大統領は、北朝鮮に対し、ABC兵器や長
射程ミサイル戦力に依存しない防御的な防衛態勢（a less threatening conventional military posture）
への転換を促した。President George W. Bush, Statement by the President, June 13, 2001 を参照。
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行使しうる諸国（これには中ロのみならずKEDOに参画するEUも含まれよう)、さらには、

公平な第三者的立場に立つことのできるARF諸国を交えた枠組みを創る。次に、そこでの

合意をリージョナルなARFが共有財産として担保する方向を目指すが、これが実現すれば、

合理的に判断する限り、北朝鮮にとっても安心感の向上に繋がるだろう。だが、北朝鮮の非

民主的政府がこの争点を単なる対外取り引きの道具とすることに固執する現実を直視するな

らば、当面、この方策にしても即効性に乏しい点を認めねばならない。非合理的に設定され

た問いを合理的に解く方法など存在しないからである。

　さて、もうひとつの課題は、日本が四面を海に囲まれていることに起因する。この点が、一部

の海軍部隊を含むものの陸上の軍備管理・軍縮を中心に展開したヨーロッパの事例と決定的に異

なるが、海洋を巡る軍備管理・軍縮は、将来の中国海軍の拡充や、ロシア海軍の復活を念頭に置

くならば、長期的な視点から日本として避けて通れない問題である。そして、そこでの当面の課

題は、公海上での海軍活動を規制する海上事故防止協定（Incidents at Sea Agreement）85や、あ

るいは、冷戦末期に米ソが結んだ危険な軍事行動防止（Prevention of Dangerous Military Activities）

協定86に類似する二国間取り極めを中心とする軍備管理が焦点となるだろう。だが、艦船保有数

や排水量の制限、備砲や海軍基地の制限、さらには、作戦や演習や展開海域の制限を伴う軍縮と

なると、日本は困難な問題に遭遇する。日本にとって、重要な抑止装置として機能する米国海軍

が当然のこととして規制の対象に含まれるからである。また、海洋の自由航行の原則や海軍活動

の範囲の広さを勘案するならば、嘗てのワシントンやロンドンにおける海軍軍縮条約のように、

世界規模の合意が達成できない限り、軍縮は難しいと言えるだろう。

　日本にとって、重層的な安全保障構造を築くことの戦略的利点については既述した。ま

た、同様に、リアシュアランスに立脚する戦略枠組みを構築することの難しさについても

縷々指摘した。しかしながら、過酷な軍事対立を克服したヨーロッパにおいても、50年代

半ばに始まる軍備管理・軍縮の試みが最初の成果である75年８月のヘルシンキ協定に到達

するまでに20年の時間を費やしたことを、また、爾後、CFE条約の締結までにさらに20余

年の歳月を要したことを考慮するならば、長期的視点に立った努力を継続することも、ま

た、必要なのである。

85  海上事故防止協定とは、公海上での海軍の衝突を回避するために、艦隊行動への妨害禁止、海上交
通要衝での演習禁止、事故防止のための監視、相手を標的とした模擬演習の禁止、潜水艦行動の通
告、艦載機の行動規制、事前通告（３-５日）、事故情報の通告、等を定めたもので、これまで72年
5月の米ソ協定を皮切りに、英ソなど二国間で結ばれている。日本も93年10月にロシアとこの協定を
締結した。また、今日では協定ごとに異なる信号表を共通化する動きも進んでいる。ところで、98年
１月に米国は中国との間で同種の協定（Military Maritime Consultative Agreement と呼ばれている）を
締結しており、2001年４月初めに発生した海南島への米偵察機強制着陸事件に際しても、この枠組み
が機能した旨、伝えられている。
86  この協定は、ソ連が米海軍の艦載機にレーザー照射を行った事件を契機に、89年6月に両国が結ん
だものであるが、レーザー照射の禁止のほか、示威を目的とした相手国領海への侵入禁止や、情報・
通信に対する妨害の禁止が盛り込まれている。


